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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月

売上高（百万円） 185,967 174,133 180,859 184,718 179,101

経常利益（百万円） 8,239 7,319 9,411 9,761 7,415

当期純利益（百万円） 2,434 3,131 4,419 623 2,745

純資産額（百万円） 69,792 72,220 75,382 81,740 78,520

総資産額（百万円） 134,042 131,337 143,078 141,067 132,887

１株当たり純資産額（円） 1,693.17 1,750.72 1,827.12 1,809.51 1,789.67

１株当たり当期純利益金額（円） 57.94 74.94 106.01 15.13 67.12

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額（円）
57.88 74.92 106.01 － －

自己資本比率（％） 52.1 55.0 52.7 52.9 53.5

自己資本利益率（％） 3.5 4.4 6.0 0.8 3.8

株価収益率（倍） 24.00 22.68 28.86 185.34 22.88

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円）
4,311 3,612 12,375 5,319 4,515

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円）
△2,404 △1,767 △5,896 △6,031 △3,622

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円）
△1,333 △1,806 △3,592 △3,555 △4,566

現金及び現金同等物の期末残高

（百万円）
39,243 39,280 43,818 39,551 35,878

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）（人）

2,792

(4,872)

2,597

(4,779)

2,673

(5,123)

2,585

(5,567)

2,608

(5,890)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第60期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

３. 第60期以降の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月

売上高（百万円） 142,417 132,038 130,790 127,200 121,674

経常利益（百万円） 4,405 4,430 5,633 5,512 4,539

当期純利益又は当期純損失（△）

（百万円）
1,705 2,079 2,828 △277 2,250

資本金（百万円） 6,893 6,893 6,893 6,893 6,893

発行済株式総数（株） 41,609,996 41,609,996 41,609,996 41,609,996 41,609,996

純資産額（百万円） 63,759 65,158 66,749 65,090 61,089

総資産額（百万円） 103,760 102,095 104,947 102,546 94,921

１株当たり純資産額（円） 1,547.20 1,579.91 1,618.28 1,578.77 1,537.73

１株当たり配当額

(内１株当たり中間配当額)（円）

17.00

(6.00)

40.00

(8.50)

50.00

(15.00)

40.00

(15.00)

40.00

(20.00)

１株当たり当期純利益金額又は１

株当たり当期純損失金額（△）

（円）

40.74 49.87 67.97 △6.74 55.01

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額（円）
40.70 49.85 67.97 － －

自己資本比率（％） 61.4 63.8 63.6 63.5 64.4

自己資本利益率（％） 2.7 3.2 4.3 △0.4 3.6

株価収益率（倍） 34.11 34.09 45.02 － 27.92

配当性向（％） 41.72 80.21 73.56 － 72.72

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）（人）

2,223

(3,271)

2,023

(3,177)

1,921

(3,245)

1,865

(3,323)

1,873

(3,509)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２. 第60期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

３. 第60期の１株当たり配当額には、創業70周年記念配当10円を含んでおります。

４. 第60期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

５. 第61期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２【沿革】

　当社は、昭和11年に東京都杉並区の高円寺において、舟橋義雄が「チヨダ靴店」の名称において、靴店を創業したの

に始まり、昭和23年６月に法人組織に改組（㈱チヨダ靴店、資本金50万円社長舟橋義雄）し、今日に至っております。

　会社設立後、現在までの沿革は次のとおりであります。

昭和37年８月 中野店を開店、多店舗化（チェーン・ストアー）への進出を開始しました。

昭和44年６月 店舗数の増加にともない、東京本部を設置しました。

昭和45年２月 関西地方に進出するため、関西本部を設置しました。

昭和48年９月 ㈱九州チヨダを設立。九州への進出を開始しました。

昭和52年４月 ㈱北海道チヨダ設立。北海道への進出を開始しました。

昭和53年７月 中部地方の拡大にともない、中部地区本部を設置しました。

昭和55年５月 日本証券業協会東京地区協会に店頭登録し株式を公開しました。

昭和56年９月 九州地方の営業力強化のため㈱九州チヨダを吸収合併しました。

昭和56年９月 九州地方の拡大にともない九州地区本部を設置しました。

昭和59年８月 中国、四国地方の拡大にともない、中・四国地区本部を設置しました。

昭和60年７月 東京証券取引所市場第二部へ株式を上場しました。

昭和60年12月 玩具部門に進出し、店名「ハローマック」として第１号店を開店しました。

平成元年３月 ㈱北海道チヨダを経営の効率化の為、吸収合併しました。

平成２年２月 卸売部門であるチヨダ物産㈱（現・連結子会社）を設立しました。

平成２年６月 衣料品部門である㈱マックハウス（現・連結子会社）を設立しました。

平成２年８月 商号を㈱チヨダに変更しました。

平成３年11月 子供服・ベビー用品専門店「ベビーマム」（旧名称「ベビーマック」）第１号店を開店しまし

た。

平成４年５月 スポーツ用品専門店「フットアップ」（旧名称「フットワーク」）第１号店を開店しました。

平成５年９月 バッグ専門店「バッグランド」第１号店を開店しました。

平成６年９月 靴の大型専門店「シュープラザチヨダ」第１号店を開店しました。

平成10年７月 商品管理強化のためＰＯＳシステムを一部導入しました。

平成11年２月 ㈱マックハウスが、日本証券業協会に店頭登録し株式を公開しました。

平成12年10月 ㈱マックハウスと共同で公開買付を行い、㈱レオを関連会社としました。

平成15年２月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定されました。

平成16年12月 ㈱マックハウス及び㈱レオは、㈱ジャスダック証券取引所に上場しました。

平成17年９月 ㈱マックハウス及び㈱レオは、合併しました。

平成19年３月 商品管理強化のためＰＯＳシステムを全店に導入しました。
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社及び子会社２社により構成されており、主な事業内容は、靴及び衣料品等の小売及び卸売業を

営んでおります。なお、事業の種類別セグメントを記載してないため事業部門別に記載しております。

(1)当社グループの主な事業内容

事業部門 会社名 主な事業内容 主な関係内容

靴部門

㈱チヨダ

（連結財務諸表提出会社）
靴等の小売 チヨダ物産㈱より商品仕入玩具部門

その他部門

衣料品部門 ㈱マックハウス（注） 衣料品の小売 チヨダ物産㈱より商品仕入

卸売部門 チヨダ物産㈱（注） 靴及び衣料品の卸売 ㈱チヨダ、㈱マックハウスへ商品販売

　（注）　連結子会社であります。

(2）事業の系統図

　（注）　事業の系統図には明示しておりませんが、各社一般仕入先からの仕入がそれぞれあります。

４【関係会社の状況】

(1)連結子会社

名称 住所
資本金

(百万円)
事業内容

議決権の所
有割合
（％）

関係内容

役員の兼任

資金援助
（百万円）

営業上の
取引

設備の賃
貸借

その他当社
役員
（人）

当社
従業
員
（人）

㈱マックハウス
東京都杉並

区
1,617

衣料品の小

売
59.3 3 － なし なし

店舗の貸

借
なし

チヨダ物産㈱
東京都杉並

区
80

靴及び衣料

品の卸売
100.0 2 － なし

当社、子会

社㈱マッ

クハウス

への商品

の販売

なし なし

　（注）１．㈱マックハウスは特定子会社に該当しております。

２．上記子会社のうち㈱マックハウスは有価証券報告書を提出しております。このため、当該子会社については、

売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が100分の10を超えております

が、主要な損益情報等の記載を省略しております。

３．上記子会社のうち㈱マックハウスの役員３名は、当社から転籍しております。
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５【従業員の状況】

(1)連結会社の状況

　 平成20年２月29日現在

事業部門の名称 従業員数（人）

靴部門 1,603 (3,259)

衣料品部門 603 (2,369)

玩具部門 55 (  208)

その他部門 3 (    9)

管理部門 318 (   43)

卸売部門 26 (    2)

合計 2,608 (5,890)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（１人８時間当たり１日換算）は、年間の平均人員を（　　）外数で記

載しております。

(2)提出会社の状況

　 平成20年２月29日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

1,873 (3,509) 38.2 15.3 4,947,445

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（１人８時間当たり１日換算）は、年間の平均人員を（　　）外数で

記載しております。

２．平均年間給与には、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

(3)労働組合の状況

　 提出会社

区分 ㈱チヨダ

名称 チヨダユニオン

上部団体名 ＵＩゼンセン同盟・専門店ユニオン連合会

結成年月日 昭和48年７月20日

組合員数 　　 　　1,756 名

労使関係 労使関係は円満に推移しております。

 　　　国内子会社

区分 ㈱マックハウス

 名称 マックハウスユニオン　　　　　　　　　 　 

 上部団体名 ＵＩゼンセン同盟・専門店ユニオン連合会    

 結成年月日 平成12年３月14日　   　　　　　　　　　　 

 組合員数 　695 名

 労使関係 労使関係は円満に推移しております。　　　  
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度における我が国経済は、年央より顕在化した米国のサブプライムローン問題に端を発する世界的

な金融不安、株安、為替の急激な変動、資源高による消費財の相次ぐ価格高騰などの影響を受け、極めて不安定な状

況で推移いたしました。特に、原油価格の異常な高騰は消費者の生活防衛意識を刺激し、秋以降は消費全般に冷え込

みが見られ、当社グループが属する小売業界におきましては大変厳しい状況が続きました。当社グループにおきま

しても、景気要因と天候要因がマイナスに作用したほか、靴部門ではブランドスニーカーの不振、衣料品部門ではナ

ショナルブランドジーンズの不振などトレンドの変化が影響し、期を通して既存店売上が苦戦する厳しい結果とな

りました。

　このような状況下、当社グループは、従来どおり収益力が高く市場占有率の高い靴部門と衣料品部門に注力する

「選択と集中」の経営を推進してまいりました。

　靴部門におきましては、郊外型大型店「シュープラザ」を中心に新規出店を展開する一方、「チヨダ」及び「ＳＰ

Ｃ」のテナント出店、「東京靴流通センター」の出店を活発に実施いたしました。またＰＢ（プライベートブラン

ド）商品の拡大強化を引き続き推進し、春先には低価格ＰＢ婦人靴「バイオフィッター・レディース」や低価格Ｐ

Ｂサンダル「マチョッパーズ」を発売したほか、年末には中級価格ＰＢ紳士トラッド靴「セダークレストクラシッ

ク」の発売、「ディズニー」及び「サンリオ」のキャラクター子供靴の当社独占商品を発売いたしました。また前

期に引き続き三大ＰＢ（ハイドロテック・バイオフィッター・セダークレスト）販売強化の売場モチベーション

向上を狙って「販売コンクール」を実施し粗利益率のアップに努めました。

　玩具部門におきましては、一部店舗の売却を含め店舗閉鎖を加速し、不採算部門の整理に邁進いたしました。

　また衣料品部門である連結子会社㈱マックハウスにおきましては、積極的な新規出店の実施、ＰＢ商品の販売拡

大、タレント起用などの販売強化策を実施するとともに、不採算店閉鎖等を行うことにより着実な収益の向上を目

指しました。

　当連結会計年度において、当社は靴部門の「シュープラザ」35店を中心として78店新規出店し、また契約満了店、

転貸及び業種変更等を含めて119店を閉鎖いたしました。また衣料品部門である連結子会社㈱マックハウスは、50店

を新規出店し、27店を閉鎖いたしました。

　この結果、当連結会計年度末の当社グループの店舗数は、靴部門1,118店（前期比31店増）、衣料品部門531店（同23

店増）、玩具部門36店（同70店減）、その他部門2店（同2店減）の合計1,687店（同18店減）となりました。

　当連結会計年度の当社グループの売上高につきましては、主力の靴部門の既存店が天候不順の影響、スニーカー市

況の低迷等により苦戦したほか、衣料品部門の既存店売上もファッショントレンドの変化に伴い苦戦を強いられ、

179,101百万円（前期比3.0％減）となりました。売上高の内訳は、靴部門が115,432百万円（前期比0.5％増）、衣料品

部門は57,380百万円（同0.1％増）、玩具部門は6,114百万円（同50.4％減）、その他部門は173百万円（同15.1％減）

となりました。

　損益面におきましては靴部門のＰＢ商品の販売拡大と玩具部門の縮小により粗利益率は改善したものの、新規出

店によるコスト増とパート・アルバイトの人件費上昇及びＰＯＳ関連費用の増加による販売費及び一般管理費の

上昇が影響し、営業利益は6,528百万円（前期比26.7％減）、経常利益は7,415百万円（同24.0％減）となりました。当

期純利益は、主に減損損失が304百万円（前期比93.5％減）となったことにより2,745百万円（同340.1％増）となり

ました。

　衣料品部門である連結子会社㈱マックハウスにおきましては、株主への利益還元と株式の流動性向上を図るため、

平成19年３月１日付で1株につき1.2株の割合をもって株式分割を実施しております。

　事業部門別の業績の概況は次のとおりであります。

＜靴部門＞

　当連結会計年度における靴部門の売上高は、「シュープラザ」を中心として積極的な新規出店を実施したものの、

天候不順とブランドスニーカーの市況低迷による春商戦の不振、消費者の生活防衛意識の高まりによる12月商戦の

不振等により既存店売上が想定以上に苦戦したものの、積極的な新規出店が寄与し微増収となりました。
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　商品面におきましては、積極的なマーケティング活動が功を奏し、紳士靴及びウォーキングスニーカーの中級価格

ＰＢ「ハイドロテック」シリーズが堅調に推移したほか、低価格ＰＢスニーカー「バイオフィッター」が好調に販

売数量を伸ばしました。また低価格ＰＢ婦人靴「バイオフィッター・レディース」や低価格ＰＢサンダル「マ

チョッパーズ」が売れ筋となったほか、12月発売の中級価格ＰＢ紳士トラッド靴「セダークレストクラシック」も

好調な販売を記録しました。しかしながら総じて天候不順と消費者の生活防衛意識の高まりが響き、紳士靴及び婦

人靴の実需系季節商品が苦戦したほか、構成比の高いブランドスニーカーが苦戦いたしました。

　粗利益率は値入率の高いＰＢ商品の拡大により着実に向上しましたが、経費面では新規出店によるコスト増、パー

ト・アルバイトの人件費上昇及びＰＯＳ関連費用の増加等により販売費及び一般管理費が上昇いたしました。この

結果、営業利益は前期に対して微減益となりました。

＜衣料品部門＞

　当連結会計年度における衣料品部門㈱マックハウスの売上高は、天候不順による季節商品の不振とジーンズの不

振が影響し既存店売上が想定以上に苦戦したものの積極的な新規出店により微増収を確保いたしました。

　商品面におきましては、旧レオ社とのマーチャンダイジングシステムの統一を果たし、更なるバイイングパワーの

強化を図るとともに、ＮＰＢ（ナショナルプライベートブランド）及びＰＢの拡大による差別化を推進いたしまし

たが、主力商品であるナショナルブランドジーンズの不振をカバーするには至りませんでした。

　粗利益率はシーズン立ち上がり時期における販売不振により売価変更率が上昇したこと等が影響し、前期に対し

て0.8ポイント減となりました。経費面では新規出店によるコスト増、パート・アルバイトの人件費上昇及び新店舗

システム導入関連費用の増加により販売費及び一般管理費が上昇しました。この結果、営業利益は前期に対して減

益となりました。

　なお当連結会計年度におきまして、ＮＰＢ・ＰＢ限定の品揃えをした新業態店舗「ナチュラルクロージング」を

実験展開しております。

＜玩具部門＞

　当連結会計年度における玩具部門の売上高は、仕入れの徹底した抑制により既存店売上が大幅に減少したほか、一

部店舗の売却、大量の店舗閉鎖の影響により大幅な減収となりました。

　粗利益率は、在庫処分が影響し大幅に前期を下回る一方、経費面では店舗閉鎖に伴い販売費及び一般管理費が大幅

に減少いたしました。営業利益は、売上高と粗利益率の大幅低下が響き前期比で赤字幅をほぼ倍増させました。

＜その他部門＞

　当連結会計年度におけるバッグ専門店「バッグランド」につきましては、全体に与える影響が極めて軽微である

ため、記載を省略いたします。

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は4,515百万円（前期比803百万円減）となりました。

　これは主に「税金等調整前当期純利益」6,653百万円、「減価償却費」1,385百万円、「賃借料との相殺による保証

金返還額」1,457百万円、「たな卸資産の減少額」1,723百万円等の増加と、「仕入債務の減少額」3,139百万円、「法

人税等の支払額」3,885百万円等の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は3,622百万円（同2,408百万円減）となりました。

　これは主に「定期預金の預入による支出」1,460百万円、新規出店に伴う「有形固定資産の取得による支出」1,684

百万円及び「保証金及び敷金の差入による支出」2,277百万円、「投資有価証券の取得による支出」969百万円等の

支出と、「定期預金の払戻による収入」1,085百万円、店舗の閉鎖による「保証金及び敷金の回収による収入」2,238

百万円等の収入によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は4,566百万円（同1,011百万円増）となりました。

　これは主に「長期借入れによる収入」2,000百万円と、「自己株式の取得による支出」2,588百万円、「配当金の支

払額」1,855百万円等によるものであります。

　この結果、当連結会計年度末の「現金及び現金同等物の期末残高」は35,878百万円（同3,673百万円減）となりま

した。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。

事業部門の名称
当連結会計年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

前年同期比（％）

靴部門（百万円） 115,432 100.5

衣料品部門（百万円） 57,380 100.1

玩具部門（百万円） 6,114 49.6

その他部門（百万円） 173 84.9

合計 179,101 97.0

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　なお、地区別の売上状況は次のとおりであります。

地区別
当連結会計年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

前年同期比（％）

靴部門   

北海道・東北地区（百万円） 15,996 99.1

関東地区（百万円） 41,620 103.4

中部地区（百万円） 16,975 99.5

近畿地区（百万円） 15,214 97.9

中国地区（百万円） 6,468 100.8

四国地区（百万円） 3,439 103.2

九州地区（百万円） 15,717 97.7

計（百万円） 115,432 100.5

衣料品部門   

北海道・東北地区（百万円） 8,996 99.1

関東地区（百万円） 18,599 96.9

中部地区（百万円） 8,508 102.4

近畿地区（百万円） 7,803 102.7

中国地区（百万円） 3,583 98.2

四国地区（百万円） 2,471 112.7

九州地区（百万円） 7,417 101.4

計（百万円） 57,380 100.1
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地区別
当連結会計年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

前年同期比（％）

玩具部門   

北海道・東北地区（百万円） 823 29.3

関東地区（百万円） 2,584 58.4

中部地区（百万円） 1,343 60.9

近畿地区（百万円） 507 63.2

中国地区（百万円） 296 38.6

四国地区（百万円） 448 51.6

九州地区（百万円） 109 24.7

計（百万円） 6,114 49.6

その他部門   

北海道・東北地区（百万円） 47 92.6

関東地区（百万円） 82 76.2

中部地区（百万円） 44 96.8

計（百万円） 173 84.9

合計（百万円） 179,101 97.0

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）仕入実績

　当連結会計年度の仕入実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。

事業部門の名称
当連結会計年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

前年同期比（％）

靴部門（百万円） 65,331 96.6

衣料品部門（百万円） 32,727 100.1

玩具部門（百万円） 3,526 41.6

その他部門（百万円） 77 71.7

合計（百万円） 101,663 93.3

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　昨今、日本経済の景気回復が顕著となってまいりましたが、地方と都市、国民一人当たり所得の格差拡大など解決さ

れるべき課題は多く、一部の富裕層を除けば、将来の社会保障費の増大及び税負担の増加に対する不安感は根強く、一

般消費財を販売する小売業にとっては、必ずしも楽観視できない状況にあるものと思われます。加えて競合各社の出

店意欲はますます旺盛となり、競争の更なる激化が当社グループに与える影響は無視できないものと認識しておりま

す。

　このような状況下、当社グループはローコスト経営を根幹に据えながら、出店の強化、粗利益率の改善及び店舗オペ

レーションの効率化を図り、売上と利益の安定成長を最大のテーマとして経営に取り組んでいく所存であります。

４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

(1）商品戦略

　当社グループが取り扱う靴及び衣料品等は、季節性が高く冷夏や暖冬等の天候による影響を受ける可能性があり

ます。またファッションの流行やお客様の嗜好の変化による影響や、競合他社との価格競争によって売上が左右さ

れます。これらの要素を勘案して発注計画をたて、仕入を実施いたしますが、需要動向等の変化によっては、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(2）店舗賃貸借物件に対する保証金及び敷金

　当社グループの店舗の大部分は、ロードサイドの賃借物件で、出店に際し保証金及び敷金を貸主に差し入れてお

り、契約期間満了時まで全額の返還がされません。貸主の信用状況を判断した上で契約締結しておりますが、契約期

間が長期の場合、その間における貸主の倒産等によっては保証金及び敷金の一部または全部が回収出来なくなる可

能性があります。

(3）パートタイム従業員に係る人件費

　当社グループは多数のパートタイム従業員を雇用しており、従業者に占める割合が高く、今後の年金等に関する改

正が行われた場合、人件費が増加し、業績に影響を及ぼす可能性があります。

(4）減損会計の影響

　当社グループの所有する固定資産につきましては、「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しておりますが、一

部の事業用資産等については、今後更に減損損失が発生する可能性があります。

(5）個人情報の取扱

　当社グループは、個人情報保護の重要性を充分に認識しており、個人情報保護法の施行に伴い、個人情報保護方針

・マニュアルの策定及び従業員教育を含めた社内体制の強化を推し進めております。しかしながら、個人情報の流

出により問題が発生した場合には、社会的信用の失墜及び損害賠償責任等により、業績等に影響を及ぼす可能性が

あります。

(6）投資有価証券

　当社が保有する有価証券は、取引のある金融機関及び企業等の業務上密接な関係にある企業の株式が大半を占め

ております。しかしながら、投資先の業績不振、証券市場における市況の悪化等により評価損が発生する可能性があ

ります。

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において判断したものであります。
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５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）当連結会計年度の財政状態の分析

（資産の状況）

　当連結会計年度末における当社グループの総資産は、132,887百万円（前期比5.8％減）となりました。

　流動資産は、79,226百万円（前期比7.2％減）となっております。これは、主として現金及び預金が37,752百万円（前

期比9.1％減）となったこと及びたな卸資産が36,822百万円（同5.1％減）となったことによるものであります。

　固定資産は、53,660百万円（前期比3.6％減）となっております。これは、主として投資有価証券が10,339百万円（前

期比16.9％減）、保証金及び敷金が25,899百万円（同6.8％減）となったことによるものであります。

（負債の状況）

　当連結会計年度末における負債合計は、54,366百万円（前期比8.4％減）となりました。

　流動負債は、43,624百万円（前期比10.1％減）となっております。これは、主として支払手形及び買掛金が33,558百

万円（前期比7.2％減）となったこと及び未払法人税等が875百万円（同55.7％減）となったことによるものであり

ます。

（純資産の状況）

　当連結会計年度末における純資産は、78,520百万円（前期比3.9％減）となりました。これは、主としてその他有価

証券評価差額金が102百万円（前期比94.6％減）となったことによるものであります。自己資本比率は53.5％（前期

比0.6ポイント増）となっております。

　なお、当社単独の純資産は、61,089百万円（前期比6.1％減）となり、自己資本比率は64.4％（同0.9ポイント増）と

なっております。

(2）当連結会計年度の経営成績の分析

（売上高）

　当連結会計年度の売上高は、179,101百万円（前期比3.0％減）となりました。

　これは、主力の靴部門の既存店売上が天候不順の影響及びスニーカー市況の低迷等により苦戦したほか、衣料品部

門の既存店売上もファッショントレンドの変化に伴い苦戦したことによるものであります。

（営業利益、経常利益）

　当連結会計年度の粗利益率は、主に靴部門において値入率の高いプライベートブランド商品の取扱いを拡大させ

たことにより42.3％（前期比0.9ポイント増）となり、販売費及び一般管理費は、新店増加等に伴う人件費及び広告

宣伝費の増大により69,186百万円（前期比2.3％増）となりました。

　その結果、営業利益は6,528百万円（前期比26.7％減）、経常利益7,415百万円（同24.0％減）となりました。

（当期純利益）

　主に減損損失が304百万円（前期比93.5％減）となったことにより、当期純利益は2,745百万円（同340.1％増）とな

りました。

（主な経営分析指標）

　当社グループの主な経営分析指標は以下のとおりです。

　  平成18年２月期  平成19年２月期  平成20年２月期 

総資本回転率（回） 1.3 1.3 1.3

自己資本回転率（回） 2.5 2.5 2.5

総資本経常利益率（％） 6.9 6.9 5.4

自己資本経常利益率（％） 12.8 13.0 10.2

自己資本利益率（ＲＯＥ）（％） 6.0 0.8 3.8

(3）キャッシュ・フローの分析

（キャッシュ・フローの状況）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、4,515百万円（前期比803百万円減）の収入となりました。これは、主に税金

等調整前純利益が6,653百万円(前期比2,206百万円増）となったこと、仕入債務の減少額3,139百万円(前期比2,677百

万円増）となったことによるものであります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、3,622百万円（前期比2,408百万円減）の支出となりました。これは、主に前

期と比較して投資有価証券の取得による支出が969百万円（前期比2,448百万円減）となったこと及び投資有価証券

の売却及び償還による収入が174百万円（前期比854百万円減）となったことによるものであります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、4,566百万円（前期比1,011百万円増）の支出となりました。これは主に自
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己株式の取得による支出が2,588百万円（前期比2,580百万円増）となったこと及び配当金の支払額が1,855百万円

（前期比200百万円減）となったことによるものであります。

（キャッシュ・フロー関連指標の推移）

　 平成18年２月期 平成19年２月期 平成20年２月期 

自己資本比率（％） 52.7 52.9 53.5

時価ベースの自己資本比率（％） 88.2 82.0 48.1

キャッシュ・フロー対有利子負債比率

（年）
0.3 0.4 0.5

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 197.4 152.3 152.8

（注）１．各指標の算出方法は次のとおりであります。

・自己資本比率：自己資本／総資産

・時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

・キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

・インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

２．いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

３．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。

４．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。

５．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてい

ます。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度は、当社はシュープラザ下松店をはじめ78店、また、㈱マックハウスはアウトレットＪりんくうシー

クル店をはじめ50店を新設、その他店舗の内装等の改装に総額4,220百万円の投資を全額自己資金をもって行いまし

た。

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

工具器具
備品
（百万円）

土地
合計

（百万円）
（面積㎡） （百万円）

靴部門 　        

174店舗

（北海道・東北地区）
店舗 555 － 71 6,734.5 389 1,015

200

[507]

367店舗

（関東地区）
店舗 1,467 － 221 1,603.7 362 2,051

583

[1,239]

164店舗

（中部地区）
店舗 346 － 51 476.0 140 538

224

[404]

158店舗

（近畿地区）
店舗 407 － 25 4,202.0 404 837

261

[358]

 64店舗

（中国地区）
店舗 558 － 34 759.7 32 625

82

[180]

 35店舗

（四国地区）
店舗 143 － 21 － － 165

48

[79]

156店舗

（九州地区）
店舗 908 － 91 － － 997

205

[492]

玩具部門 　        

  1店舗

（北海道・東北地区）
店舗 － － － － － －

4

[35]

 16店舗

（関東地区）
店舗 0 － 0 － － 0

21

[101]

 10店舗

（中部地区）
店舗 0 － 0 － － 0

15

[40]

  5店舗

（近畿地区）
店舗 0 － 0 － － 0

9

[13]

  1店舗

（中国地区）
店舗 － － － － － －

－

[6]

  3店舗

（四国地区）
店舗 － － － － － －

6

[8]

 －店舗

（九州地区）
店舗 － － － － － －

－

[5]

その他部門 　        

  1店舗

（北海道・東北地区）
店舗 － － － － － －

2

[1]

  1店舗

（関東地区）
店舗 － － － － － －

－

[5]

 －店舗

（中部地区）
店舗 － － － － － －

1

[3]
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事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

工具器具
備品
（百万円）

土地
合計

（百万円）
（面積㎡） （百万円）

管理部門 　        

本社

　他６ヶ所
事務所 26 12 119 215.0 47 205

186

[31]

賃貸店舗 　        

成増店

　他17ヶ所
店舗 300 － 1 4,423.2 207 509 －

厚生施設 　        

湯布院保養所

　他２ヵ所
施設 4 － 0 1,130.6 9 14 －

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．従業員数の[　　]は、臨時従業員を外書しております。

３．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

名称 リース期間
年間リース料
（百万円）

リース契約残高
（百万円）

コンピューター及びＯＡ機器 ５年 220 778

店内用陳列器具 ５年 542 1,431

(2）国内子会社

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置
及び運搬
具
(百万円)

工具器具
備品

(百万円)

土地
合計

(百万円)
(面積㎡) (百万円)

㈱マックハウス 　 　        

衣料品部門 　 　        

　
97店舗

（北海道・東北地区）
店舗 179 － 32 － － 212

90

[412]

　
154店舗

（関東地区）
店舗 313 － 35 360.0 63 412

211

[761]

　
80店舗

（中部地区）
店舗 161 － 21 936.1 67 249

85

[332]

　
72店舗

（近畿地区）
店舗 96 － 26 － － 123

88

[319]

　
35店舗

（中国地区）
店舗 67 － 12 － － 80

31

[137]

　
24店舗

（四国地区）
店舗 62 － 6 － － 69

22

[91]

　
69店舗

（九州地区）
店舗 119 － 34 － － 153

76

[317]

管理部門 　 　        

　
本社

（関東地区）
事務所 21 0 40 － － 62

106

[10]

賃貸店舗 　 　        

 
福島鳥谷野店他

　他44ヶ所
店舗 5 － － 317.3 108 114

－
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会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置
及び運搬
具
(百万円)

工具器具
備品

(百万円)

土地
合計

(百万円)
(面積㎡) (百万円)

チヨダ物産㈱ 　 　        

卸売部門 　 　        

　
本社

（関東地区）
事務所 0 － 4 － － 4

26

[2]

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．従業員数の[　　]は、臨時従業員を外書しております。

３．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

名称 リース期間
年間リース料
（百万円）

リース契約残高
（百万円）

店舗建物 ５～８年 217 1,324

店舗什器 ５年 349 1,383

   （注）所有権移転外ファイナンス・リース

　

(3）営業設備稼動状況

地区別 建物床面積（㎡） 売場面積（㎡）
床面積に対する割
合（％）

事業所数

靴部門     

北海道地区・東北地区 78,451.4
(76,172.7)

75,347.7
(73,289.2)

96.0 174

関東地区 136,364.9
(135,043.9)

129,325.9
(128,420.8)

94.8 367

中部地区 72,056.0
(71,381.2)

66,153.9
(65,509.6)

91.8 164

近畿地区 57,009.8
(55,869.9)

52,284.1
(51,250.1)

91.7 158

中国地区 31,032.0
(30,694.2)

28,189.3
(27,895.7)

90.8 64

四国地区
15,781.8
(15,781.8)

14,138.5
(14,138.5)

89.6 35

九州地区 70,293.8
(70,293.8)

64,120.3
(64,120.3)

91.2 156

計 460,989.6
(455,237.5)

429,559.7
(424,624.1)

93.2 1,118
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地区別 建物床面積（㎡） 売場面積（㎡）
床面積に対する割
合（％）

事業所数

衣料品部門     

北海道地区・東北地区 50,238.9
(49,565.7)

46,385.5
(45,797.4)

92.3 97

関東地区 74,925.7
(74,432.6)

72,335.8
(71,900.3)

96.5 154

中部地区 38,132.2
(37,492.7)

34,474.2
(33,912.2)

90.4 80

近畿地区 33,162.8
(32,784.3)

30,143.3
(29,816.5)

90.9 72

中国地区 15,733.8
(15,382.8)

14,970.3
(14,669.5)

95.1 35

四国地区 10,487.7
(9,625.6)

11,566.6
(10,789.1)

100.3 24

九州地区 40,932.0
(39,856.2)

34,358.2
(33,401.2)

83.9 69

計 263,613.1
(259,139.8)

244,233.9
(240,286.0)

92.6 531

玩具部門     

北海道地区・東北地区 361.7
(361.7)

318.4
(318.4)

88.0 1

関東地区 5,676.7
(5,676.7)

5,008.9
(5,008.9)

88.2 16

中部地区 4,006.3
(4,006.3)

3,574.6
(3,574.6)

89.2 10

近畿地区 2,151.4
(2,151.4)

1,693.6
(1,693.6)

78.7 5

中国地区 452.2
(452.2)

414.2
(414.2)

91.6 1

四国地区 1,096.5
(1,096.5)

978.8
(978.8)

89.3 3

計
13,744.8
(13,744.8)

11,988.4
(11,988.4)

87.2 36

その他部門     

北海道地区・東北地区 330.3
(330.3)

286.9
(286.9)

86.9 1

関東地区 383.5
(383.5)

362.0
(362.0)

94.4 1

計 713.7
(713.7)

648.9
(648.9)

90.9 2

合計 739,061.1
(728,835.8)

686,430.9
(677,547.5)

92.9 1,687

　（注）　建物床面積及び売場面積の（　）は賃借部分で、内数であります。
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設

①　提出会社

事業所名 所在地
設備の
内容

投資予定金額
資金
調達方法

着手及び完了予定年月 年間
売上
予定

（百万円）
総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

着手 完了

靴部門 　 　   　 　 　  

ＴＳ鹿沼ビバモール店 栃木県 店舗 29 9 自己資金 平成19年７月 平成20年３月 80

ＳＰ岡山西大寺店 岡山県 〃 38 25 〃 平成19年８月 〃 120

ＳＰＣイーラｄｅ沼津店 静岡県 〃 45 9 〃 〃 〃 100

ＴＳ滑川ベイシアモール店 埼玉県 〃 78 24 〃 平成19年４月 〃 130

ＳＰ青森浜田店 青森県 〃 57 6 〃 平成19年８月 〃 160

バロー城山店 愛知県 〃 25 － 〃 平成20年２月 平成20年４月 70

ＳＰ恵庭店 北海道 〃 52 17 〃 平成19年４月 〃 110

ＳＰ武蔵村山店 東京都 〃 106 30 〃 平成19年８月 〃 190

逆瀬川アピア店 兵庫県 〃 23 － 〃 平成20年２月 〃 100

ＳＰ都城店 宮崎県 〃 62 28 〃 平成19年10月 〃 160

ＳＰ宮崎大塚店 〃 〃 61 20 〃 〃 〃 160

ＴＳ東大阪ロックタウン店 大阪府 〃 26 － 〃 平成19年11月 〃 100

ＴＳバロー鈴鹿店 三重県 〃 20 － 〃 平成20年３月 〃 70

ＳＰＣクロスモール多摩店 東京都 〃 28 － 〃 平成19年12月 〃 100

ＳＰＣ加古川イトーヨーカ

堂店
兵庫県 〃 22 － 〃 平成20年２月 平成20年５月 100

ＳＰ伊勢原エムアイプラザ

店
神奈川県 〃 95 28 〃 平成19年８月 平成20年６月 160

ＳＰ渋川店 群馬県 〃 117 34 〃 平成19年11月 〃 150

ＳＰロックタウン山梨中央

店
山梨県 〃 47 7 〃 平成19年12月 〃 140

ＳＰフレスポ小松店 石川県 〃 58 10 〃 〃 〃 120

ＳＰＣコープディズ豊岡店 兵庫県 〃 26 － 〃 平成20年３月 〃 100

ＴＳ西那須野店 栃木県 〃 31 5 〃 平成19年７月 平成20年７月 100

ＳＰフレスポ国分店 鹿児島県 〃 76 10 〃 平成19年９月 〃 160

ＳＰ江南店 愛知県 〃 68 10 〃 平成19年12月 〃 200

千歳船橋店 東京都 〃 27 － 〃 〃 〃 100

ＳＰ水戸デイスターモール

店
茨城県 〃 31 － 〃 平成19年８月 平成20年９月 150

ＳＰ観音寺店 香川県 〃 61 5 〃 平成19年12月 〃 160

ＳＰ釧路木場店 北海道 〃 32 － 〃 平成20年３月 〃 120

ＳＰ北見店 〃 〃 129 12 〃 平成19年８月 平成20年10月 120

ＳＰ和泉店 大阪府 〃 64 5 〃 平成19年10月 〃 160

ＳＰ新発田店 新潟県 〃 61 － 〃 平成19年11月 〃 150

ＴＳ菊池店 熊本県 〃 28 － 〃 平成20年２月 〃 70

ＳＰ名取店 宮城県 〃 61 － 〃 平成20年２月 〃 180

ＳＰアクロスモール東神奈

川店
神奈川県 〃 61 13 〃 〃 〃 180

ＳＰ古賀店 福岡県 〃 71 － 〃 平成20年３月 〃 160
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事業所名 所在地
設備の
内容

投資予定金額
資金
調達方法

着手及び完了予定年月 年間
売上
予定

（百万円）
総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

着手 完了

ＳＰフレスポ赤穂店 兵庫県 店舗 60 － 自己資金 平成19年11月 平成20年11月 160

ＳＰフレスポ神辺店 広島県 〃 58 13 〃 〃 〃 130

ＳＰＣ分倍河原店 東京都 〃 45 － 〃 平成19年12月 〃 150

ＳＰ那須塩原店 栃木県 〃 45 － 〃 平成20年２月 〃 120

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．上記の投資額には、保証金及び敷金の金額を含めております。

３．ＴＳ－北海道、東北、関東、中部地区の靴の郊外型店舗。東京靴流通センターの略称。

ただし、関西、中・四国、九州地区においてはザ・シューズの略称。

ＳＰ－靴の郊外型店舗。シュープラザチヨダの略称。

ＳＰＣ－靴のヤングターゲット型店舗。

②　国内子会社

会社名
事業所名

所在地
設備の
内容

投資予定金額
資金
調達方法

着手及び完了予定年月 年間
売上
予定

（百万円）
総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

着手 完了

㈱マックハウス 　 　   　 　 　  

衣料品部門 　 　   　 　 　  

ＭＨポップタウン住道店 大阪府 店舗 23 23 自己資金 平成19年12月 平成20年３月 130

ＭＨロックシティ防府店 山口県 〃 32 － 〃 平成20年１月 〃 150

ＯＪ出雲大塚店 島根県 〃 73 42 〃 平成19年９月 〃 130

ＭＨバロー城山店 愛知県 〃 21 － 〃 平成19年10月 平成20年４月 130

ＯＪバロー上越モール店 新潟県 〃 22 － 〃 平成19年８月 〃 140

ＭＨリソラ大府店 愛知県 〃 26 17 〃 平成19年12月 〃 160

ＧＷランドモール八街店 千葉県 〃 27 10 〃 平成19年１月 〃 130

ＯＪおのだサンパーク店 山口県 〃 25 － 〃 平成20年３月 平成20年５月 120

ＭＨロックシティ周南店 〃 〃 23 － 〃 平成20年４月 平成20年６月 130

ＭＨロックタウン山梨中央

店
山梨県 〃 23 － 〃 平成20年１月 〃 130

ＯＪクロスガーデン佐世保

広田店
長崎県 〃 31 21 〃 平成19年８月 〃 160

ＯＪアクロスプラザ新名取

店
宮城県 〃 20 － 〃 平成20年４月 平成20年10月 120

ＭＨフレスポ国分ジャング

ルパーク店
鹿児島県 〃 33 10 〃 平成19年12月 平成20年11月 140

ＧＷアクロスプラザ青梅店 東京都 〃 32 3 〃 平成19年７月 〃 140

ＭＨフレスポ神辺店 広島県 〃 20 7 〃 平成19年11月 〃 130

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．上記の投資額には、保証金及び敷金の金額を含めております。

３．ＭＨ－マックハウスの略称。

ＯＪ－アウトレットジェイの略称。

ＧＷ－ゴールウェイの略称。

(2）重要な設備の除却

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 110,150,000

計 110,150,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成20年２月29日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年５月23日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,609,996 41,609,996
東京証券取引所

（市場第一部）
－

計 41,609,996 41,609,996 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減
額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

自　平成15年３月１日

至　平成16年２月29日

（注）

△850,000 41,609,996 － 6,893 － 7,486

　（注）　自己株式の消却によるものであります。

（５）【所有者別状況】

　 平成20年２月29日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）

単元未満株

式の状況

（株）
政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の法

人

外国法人等

個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 40 22 164 97 － 2,320 2,643 －

所有株式数

（単元）
－ 112,909 895 99,947 76,601 － 125,185 415,537 56,296

所有株式数の

割合（％）
－ 27.17 0.22 24.05 18.43 － 30.13 100.00 －

　（注）１．自己株式1,883,191株は、「個人その他」に18,831単元（1,883,100株）及び「単元未満株式の状況」に91株を含

めております。

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、16単元（1,600株）含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年２月29日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

舟橋　政男 東京都杉並区 3,145 7.56

株式会社中央商事 東京都杉並区成田東4－39－8 2,998 7.21

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海1－8－11 2,445 5.88

舟橋　民男 東京都三鷹市 1,901 4.57

株式会社チヨダ 東京都杉並区成田東4－39－8 1,883 4.53

ノーザントラストカンパニー
エイブイエフシーサブアカウ
ントアメリカンクライアント
（常任代理人　香港上海銀行
東京支店）

50 BANK STREET CANARY WH
ART LONDON
 E14 5NT UK

 （東京都中央区日本橋3－11－1）

1,882 4.52

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口）
東京都港区浜松町2－11－3 1,586 3.81

チヨダ共栄会 東京都杉並区成田東4－39－8 1,512 3.63

有限会社大知 東京都杉並区上荻3－12－7 1,400 3.36

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1－1－2 1,251 3.01

計 － 20,005 48.08

（注）１．シュローダー証券投信投資顧問株式会社から、平成19年４月19日付（報告義務発生日　平成18年９月30日）で

大量保有報告書の変更報告書の提出があり、次のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当事

業年度末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので上記「大株主の状況」には含め

ておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

シュローダー証券投信投資顧問株式

会社
東京都千代田区丸の内1－11－1 株式     838,700 2.02

シュローダー・インベストメント・

マネージメント・ノースアメリカ・

リミテッド

英国 EC2V 7QA ロンドン、グレシャ

ム・ストリート31
株式     149,100 0.36

シュローダー・インベストメント・

マネージメント（シンガポール）リ

ミテッド

シンガポール 049513、チュリア・ス

トリート 65 OCBCセンター ＃46－

00

株式   1,034,900 2.49

２．野村證券株式会社から、平成19年11月22日付（報告義務発生日　平成19年11月15日）で大量保有報告書の変更

報告書の提出があり、次のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当事業年度末現在における

当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので「大株主の状況」には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１－９－１ 株式      23,550 0.06

ＮＯＭＵＲＡ　ＩＮＴＥＲＮＡＴＩ

ＯＮＡＬ　ＰＬＣ

Nomura House 1,St.

Martin’ s-le Grand London EC1A 4NP,

England

株式     111,000 0.27

野村アセットマネジメント株式会社 東京都中央区日本橋１－12－１ 株式   3,162,400 7.60

３．シルチェスター・インターナショナル・インベスターズ・リミテッドから、平成20年１月17日付（報告義務発

生日　平成20年１月15日）で大量保有報告書の変更報告書の提出があり、次のとおり株式を保有している旨の報
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告を受けておりますが、当事業年度末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので上記

「大株主の状況」には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合
（％）

シルチェスター・インターナショナ

ル・インベスターズ・リミテッド

英国ロンドン　ダブリュー１ジェイ　

６ティーエル、ブルトン　ストリート

１、タイム　アンド　ライフ　ビル５階

株式   2,732,700 6.57
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年２月29日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式   1,883,100　

　
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  39,670,600 396,690 －

単元未満株式
普通株式      56,296　

　
－ －

発行済株式総数 41,609,996 － －

総株主の議決権 － 396,690 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,600株含まれております。なお、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数16個は含まれておりません。

②【自己株式等】

　 平成20年２月29日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

㈱チヨダ

東京都杉並区成田

東4－39－8
1,883,100 － 1,883,100 4.53

計 － 1,883,100 － 1,883,100 4.53

（８）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の

取得　　　　　　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

　

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成19年９月10日）での決議状況

（取得期間　平成19年９月11日～平成20年２月29日）
1,500,000 2,800,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 1,500,000 2,584,249,600

残存決議株式の総数及び価額の総額 － 215,750,400

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 0.0 7.7

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 0.0 7.7

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 1,812 4,115,965

当期間における取得自己株式 52 79,196

 (注）当期間における取得自己株式には、平成20年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

　　　買取りによる株式は含まれておりません。

　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 1,883,191 － 1,883,243 －

 (注）当期間における取得自己株式には、平成20年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

　　　買取りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、利益配分につきましては、将来の社内構造改革及び設備投資等に必要な内部留保を確保しつつ、近年の資本

市場の動向に鑑み、配当が株主様への利益還元の重要な手段であるとの認識を持ち、安定配当主義に加え、配当性向主

義を導入することで、より積極的な利益の株主還元を実施しております。当面、当社が目標とする配当性向は80％と

し、極端な利益変動がない限りこれを年間配当金額の指標といたします。目標配当性向適用による配当金額の増減は、

通期決算時に調整実施するものとします。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の配当を行うことを基本方針としており、期末配当については株主総会、中間

配当については取締役会が決定機関であります。

　当事業年度の配当につきましては、１株当たり40円（内、中間配当20円）を実施することを決定いたしました。

　当社は、「取締役会の決議によって、毎年８月31日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定め

ております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成19年10月12日

取締役会決議
824 20.00

平成20年５月22日

定時株主総会決議 
794 20.00

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月

最高（円） 1,425 1,975 3,400 3,330 3,080

最低（円） 905 1,335 1,603 2,095 1,356

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年９月 平成19年10月 平成19年11月 平成19年12月 平成20年１月 平成20年２月

最高（円） 1,894 1,800 1,879 2,095 1,909 1,629

最低（円） 1,551 1,551 1,516 1,871 1,356 1,372

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役社長

(代表取締役)

　 舟橋　政男 昭和９年９月９日生 昭和32年３月 当社専務取締役就任

昭和49年11月 当社代表取締役専務就任

昭和51年５月 当社代表取締役社長就任（現

任）

昭和51年６月 ㈱中央商事代表取締役社長就

任（現任）

（注）５ 3,145

専務取締役 営業統括本

部長兼フッ

トウエア事

業本部長

舟橋　民男 昭和21年４月21日生 昭和45年３月 当社入社

昭和58年10月 当社東京本部商品部長

昭和63年11月 当社取締役就任

平成６年10月 当社フットウエア事業本部長

（現任）

平成11年６月 当社専務取締役就任（現任）

平成11年６月 当社営業統括本部長（現任）

平成12年４月 チヨダ物産㈱代表取締役会長

就任（現任）

（注）５ 1,901

常務取締役 フットウエ

ア事業本部

靴商品本部

長

山中　良夫 昭和18年７月９日生 昭和37年４月 ㈱松坂屋入社

昭和47年４月 当社入社

平成５年６月 当社中部地区本部長

平成９年５月 当社取締役就任

平成９年６月 当社フットウエア事業本部靴

商品本部長（現任）

平成19年５月 当社常務取締役就任（現任）

（注）５ 4

常務取締役 管理本部長

兼経営企画

室長

田木　敬 昭和21年７月20日生 昭和45年４月 ㈱太陽銀行入行(現在㈱三井住

友銀行）

平成11年８月 チヨダ物産㈱入社

平成12年４月 同社代表取締役社長

平成15年５月 当社入社

平成15年５月 当社取締役就任

平成15年５月 当社経営企画室長（現任）

平成16年６月 当社管理本部長（現任） 

平成19年５月 当社常務取締役就任（現任）

（注）５ 3

取締役 経理部長 成田　裕 昭和22年11月22日生 昭和48年８月 ㈱トヨタオート多摩入社

昭和50年５月 当社入社

平成８年７月 当社経理部長（現任）

平成11年５月 当社取締役就任（現任）

（注）５ 4

取締役 　 舟橋　浩司 昭和37年５月22日生 昭和60年４月 ㈱博報堂入社

平成２年６月 当社入社

平成11年５月 当社ライフグッズ部部長

平成11年５月 当社取締役就任（現任）

（注）５ 263

取締役 広報・マー

ケティング

企画広告部

長

白土　孝 昭和29年12月26日生 昭和63年２月 当社入社

平成16年７月 当社広報部長兼営業企画部長

平成17年８月 当社広報・マーケティング企

画広告部長（現任）

平成19年５月 当社取締役就任（現任） 

（注）５ 1
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役 　 庄司　孝良 昭和18年６月16日生 昭和42年４月 ㈱オオクボ（現　ベリテ）入社

平成３年４月 同社取締役経営企画部長

平成12年５月 同社常務取締役兼管理部長

平成15年３月 同社専務取締役兼管理部長

平成17年５月 同社退任

平成20年５月 当社監査役就任（現任）

（注）６ －

監査役 　 海野　勝 昭和17年２月１日生 昭和36年４月 東京国税局総務部総務課

平成11年７月 玉川税務署長

平成12年８月 海野勝税理士事務所開業

平成16年５月 当社監査役就任（現任）

平成18年１月 税理士法人三映・甲斐事務所

設立

（注）６ －

監査役 　 溜井　誠一 昭和20年４月１日生 昭和38年４月 仙台国税局総務部総務課

平成14年７月 武蔵府中税務署特別国税調査

官

平成16年８月 溜井税理士事務所開業

平成20年５月 当社監査役就任（現任）

（注）６ －

　 　 　 　 計 　 5,322

　（注）１．常勤監査役　庄司　孝良、監査役　海野　勝及び監査役　溜井　誠一は、会社法第２条第16号に定める資格を有する

社外監査役であります。

２．取締役社長　舟橋　政男は専務取締役　舟橋　民男の実兄であり、取締役　舟橋　浩司の実父であります。

３．取締役社長　舟橋　政男は、㈱マックハウスの取締役会長を兼務しております。

４．取締役　舟橋　浩司は、㈱マックハウスの専務取締役を兼務しております。

５．平成19年５月24日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

６．平成20年５月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、コンプライアンス体制及び企業経営の透明性の向上を重要な経営課題と認識しており、これを徹底するため

取締役会及び監査役会を軸としてコーポレート・ガバナンスの充実を図ってまいります。

コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

(1）会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

　当社におきましては、取締役は経営責任と業務執行責任の両面を意識した体制のもとに取締役会を月１回開催す

るほか、必要に応じて臨時に開催し、対応すべき経営課題や重要事項の決定について充分に議論及び検討を行った

上で、迅速かつ的確な経営判断を行っております。

　また、監査役会は監査役３名で構成されており、取締役会への出席及び営業店舗の視察等、企業活動の適法性及び

妥当性について公正かつ客観的な監査を行っております。

(2）会社と会社の社外監査役の人的関係、資金的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

　当社に社外取締役はおりません。また、社外監査役は３名おり、当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他

の利害関係はありません。

(3）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

　当社では、経営の透明性向上を実現するために積極的なディスクロージャーが必要であると認識し、適時ニュース

・リリース、説明会及びホームページ等により情報の開示や提供を行っており、今後とも公明かつ透明性の高い経

営に取り組んでまいります。その一環として、平成19年５月にチヨダグループ報酬協議会を設置いたしました。

内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

(1）経営の方針

　チヨダグループ各社は、企業倫理を確立し社会の信頼を得るために役職員が業務を行う上での具体的な行動基準

として「チヨダグループ企業倫理規程」を定め、経営管理体制の確立に努めております。

(2）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①取締役及び使用人に対し法令及び定款を遵守し、健全な社会規範の基で職務を執行するために、代表取締役社

長をトップとし、取締役及び各部門の責任者で構成するコンプライアンス・リスク管理委員会を設置しており

ます。

②取締役及び使用人が法令、定款及び諸規程等に違反する行為を発見した場合の通報体制として内部通報者保護

を社内規程に定めております。

(3）取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①取締役の職務の執行に係る情報については、文書取扱規程において経営上重要な文書として位置付けるととも

に、情報漏洩防止を徹底すべく適切に保存及び管理（廃棄を含む。）を実施し、必要に応じて運用状況を検証

し、規程の見直し等を行っております。

②取締役及び監査役から閲覧の要請があった場合には、速やかに閲覧に供することとしております。

(4）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①損失の危険の管理を行うため、コンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、各部門担当取締役及び各部門

の責任者と共に、部門毎のリスクを体系的に管理するため、既存の規程に加え必要なリスク管理規程を制定し

ております。

②コンプライアンス・リスク管理委員会は、定期的に取締役会及び監査役会に報告を行い、全社的なリスクを総

括的に管理する。平時においても各部門においては、その有するリスクの軽減等に取り組み、有事における関連

規程に基づくマニュアルやガイドラインを見直し、各部門のリスク管理の改善を行っております。

③取締役会は定期的にリスク管理体制を見直し、問題点の把握と改善に努めております。

(5）取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

①取締役会は、月１回開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、法令で定められた事項及び経営に関する重要事

項を決定しております。

②経営理念を基に策定される年度計画に基づき、各部門において目標達成のために活動することとする。また、毎

月作成される経営資料をチェックするとともに必要な対策を決定し実施しております。

③取締役会の決定に基づく職務執行は、組織規程、職務権限規程、業務分掌規程に基づき、その責任者が職務権限

に則り職務を遂行することとし、必要に応じて運用状況を検証し、規程の見直し等を行っております。
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④企業経営及び業務に関して、経営判断上の参考とするため法律事務所等と顧問契約を締結し、必要に応じて専

門的立場からのアドバイスを受ける体制を整えております。

(6）当該会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

①当社及び子会社は「チヨダグループ企業倫理規程」を遵守し、グループ全体のコンプライアンス体制及び内部

統制の構築に努めております。

②当社の「関係会社規程」に基づき、担当取締役及び各部門の責任者はグループ会社の状況に応じて必要な管理

を行っております。

③グループ内取引は、法令、会計原則、税法その他の社会規範に照らし適切かつ公正を保持しております。

(7）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びにその使用

人の取締役からの独立性に関する事項

①監査役会が職務を補助すべき使用人を必要とした場合は、使用人を配置するものとしております。

②監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役の指揮監督下で職務を遂行するものとしております。

③監査役の職務を補助すべき使用人の任命・異動・評価・懲戒等については、事前に監査役会の同意を得て取締

役会で決定するものとしております。

(8）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

①取締役は、監査役が出席する取締役会等の重要な会議において担当する職務の執行状況を報告しております。

②取締役または使用人は、監査役会に対して当社及びグループ会社に重大な影響を及ぼすおそれのある事項、並

びに内部監査の実施状況、内部通報の状況及びその内容、取締役の不正行為、重大な法令・定款違反行為につい

て速やかに報告しております。

③監査役は、いつでも、取締役及び使用人に対して、報告を求めることができます。

(9）その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①監査役は、必要に応じて経理部や内部監査室等に協力・補助を要請し、監査を実効的に行うことができます。

②監査役は、必要に応じて弁護士、会計士等の専門家を活用し、監査業務に関する助言を受ける機会を保障されま

す。

(10）反社会的勢力への対応

　当社は、反社会的勢力による不当要求等への対応に関する基本方針を定めるとともに、事案発生時の担当部署へ

の報告及び対応に係る規程等の整備を行い、反社会的勢力には弁護士や警察等関連機関とも連携して毅然と対応

していきます。

役員報酬の内容

　当社の役員報酬の内容は以下のとおりであります。

取締役報酬 151百万円

監査役報酬 14百万円

監査体制の状況及び監査報酬の内容

　当社では、会計監査業務を監査法人トーマツに委嘱しております。監査業務を執行しております公認会計士、補助

者の状況は以下のとおりであります。

 業務を執行した公認会計士の氏名

 指定社員　業務執行社員：後藤孝男（２年）、津田英嗣（５年）

 会計監査に係る補助者の構成

 公認会計士３名、会計士補４名

   監査報酬の内容は、以下のとおりであります。

公認会計士法第２条第１項の監査証明業務の対価

として支払うべき報酬等の合計額
41百万円

それ以外の報酬 3百万円

取締役の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。
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　また、取締役の選任決議については、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

自己の株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得するこ

とができる旨を定款に定めております。

株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項の定めによる決議は、定款に別段の定めがある場合を除き、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定め

ております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年３月１日から平成20年２月29日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年３月１日から平成20年２月29日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）の財務諸表について、並びに、金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年３月１日から平成20年２月29日まで）の

連結財務諸表及び当事業年度（平成19年３月１日から平成20年２月29日まで）の財務諸表について、監査法人トーマ

ツにより監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　
　

前連結会計年度
（平成19年２月28日）

当連結会計年度
（平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  41,550   37,752  

２．受取手形及び売掛金 　  1,978   1,834  

３．たな卸資産 　  38,814   36,822  

４．前払費用 　  －   1,587  

５．繰延税金資産 　  904   667  

６．その他 　  2,182   579  

７．貸倒引当金 　  △15   △18  

流動資産合計 　  85,415 60.5  79,226 59.6

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1）建物及び構築物 　 14,999   15,498   

減価償却累計額 　 9,434 5,564  9,751 5,746  

(2）機械装置及び運搬具 　 17   22   

減価償却累計額 　 13 3  9 12  

(3）工具器具備品 　 －   4,832   

減価償却累計額 　 － －  3,978 854  

(4）土地 　  1,840   1,833  

(5）その他 　 5,097   －   

減価償却累計額 　 4,155 942  － 101  

有形固定資産合計 　  8,351 5.9  8,549 6.5

２. 無形固定資産 　  1,145 0.8  1,386 1.0

３. 投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 　  12,445   10,339  

(2）保証金及び敷金 　  27,776   25,899  

(3）繰延税金資産 　  3,029   3,948  

(4）長期性預金 　  －   2,000  

(5）その他 　  3,086   1,750  

(6）貸倒引当金 　  △183   △213  

投資その他の資産合計 　  46,154 32.8  43,724 32.9

固定資産合計 　  55,651 39.5  53,660 40.4

資産合計 　  141,067 100.0  132,887 100.0
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前連結会計年度
（平成19年２月28日）

当連結会計年度
（平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．支払手形及び買掛金 　  36,157   33,558  

２．ファクタリング債務 ※１  4,026   3,439  

３．１年以内返済予定の長
期借入金

　  1,422   1,002  

４．未払費用 　  －   2,731  

５．未払法人税等 　  1,978   875  

６．未払消費税等 　  182   320  

７．賞与引当金 　  743   711  

８．役員賞与引当金 　  65   －  

９．その他 　  3,933   984  

流動負債合計 　  48,510 34.4  43,624 32.8

Ⅱ　固定負債 　       

１．長期借入金 　  537   1,169  

２．退職給付引当金 　  6,766   6,642  

３．役員退職慰労引当金 　  526   546  

４．預り保証金 　  －   1,160  

５．転貸損失引当金 　  814   701  

６．その他 　  2,170   522  

固定負債合計 　  10,816 7.7  10,741 8.1

負債合計 　  59,326 42.1  54,366 40.9

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  6,893 4.9  6,893 5.2

２．資本剰余金 　  7,489 5.3  7,489 5.6

３．利益剰余金 　  58,741 41.6  59,632 44.9

４．自己株式 　  △430 △0.3  △3,018 △2.3

　　株主資本合計 　  72,693 51.5  70,995 53.4

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  1,910 1.4  102 0.1

　　評価・換算差額等合計 　  1,910 1.4  102 0.1

Ⅲ　少数株主持分 　  7,137 5.0  7,422 5.6

純資産合計 　  81,740 57.9  78,520 59.1

負債純資産合計 　  141,067 100.0  132,887 100.0

        

EDINET提出書類

株式会社チヨダ(E03077)

有価証券報告書

34/96



②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  184,718 100.0  179,101 100.0

Ⅱ　売上原価 　  108,145 58.6  103,387 57.7

売上総利益 　  76,572 41.4  75,714 42.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１．広告宣伝費 　 7,469   7,765   

２．役員報酬及び給料手当 　 21,514   22,299   

３．賞与引当金繰入額 　 743   711   

４．役員賞与引当金繰入額 　 65   －   

５．退職給付費用 　 596   324   

６．役員退職慰労引当金繰
入額

　 39   51   

７．家賃地代 　 18,466   18,700   

８．減価償却費 　 1,312   1,353   

９．貸倒引当金繰入額 　 0   67   

10．その他 　 17,455 67,663 36.6 17,912 69,186 38.7

営業利益 　  8,909 4.8  6,528 3.6

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 182   174   

２．受取配当金 　 38   55   

３．受取家賃 　 2,656   2,234   

４．受取手数料 　 512   474   

５．その他 　 322 3,711 2.0 306 3,245 1.8

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 30   26   

２．不動産賃貸費用 　 2,622   2,121   

３．転貸損失引当金繰入額 　 158   176   

４．その他 　 48 2,859 1.5 33 2,357 1.3

経常利益 　  9,761 5.3  7,415 4.1
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前連結会計年度

（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益 　       

１．貸倒引当金戻入益 　 128   －   

２．転貸損失引当金戻入益 　 71   27   

３．固定資産売却益 ※１ 0   9   

４．投資有価証券売却益 　 0   148   

５．受取違約金 　 61   65   

６．受取損害補償金 　 18 280 0.2 － 251 0.2

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産売却損 ※２ 21   －   

２．固定資産除却損 ※３ 196   250   

３．投資有価証券評価損 　 －   0   

４．減損損失 ※４ 4,696   304   

５．店舗解約に伴う損失金 　 89   189   

６．転貸損失引当金繰入額 　 591   －   

７．たな卸資産評価方法の
変更に伴う差額

　 － 5,595 3.0 268 1,013 0.6

税金等調整前当期純利
益

　  4,446 2.4  6,653 3.7

法人税、住民税及び事業
税

　 4,131   2,802   

法人税等追徴税額 　 125   －   

法人税等調整額  △1,191 3,065 1.7 558 3,361 1.9

少数株主利益 　  757 0.4  545 0.3

当期純利益 　  623 0.3  2,745 1.5
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年２月28日　残高
（百万円）

6,893 7,489 60,226 △422 74,186

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注）   △2,061  △2,061

利益処分による役員賞与   △47  △47

当期純利益   623  623

自己株式の取得    △7 △7

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ － △1,485 △7 △1,493

平成19年２月28日　残高
（百万円）

6,893 7,489 58,741 △430 72,693

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年２月28日　残高
（百万円）

1,196 1,196 6,603 81,986

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（注）    △2,061

利益処分による役員賞与    △47

当期純利益    623

自己株式の取得    △7

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

714 714 533 1,247

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

714 714 533 △245

平成19年２月28日　残高
（百万円）

1,910 1,910 7,137 81,740

 （注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目の金額1,443百万円が含まれております。

当連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年２月28日　残高
（百万円）

6,893 7,489 58,741 △430 72,693

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △1,855  △1,855

当期純利益   2,745  2,745

自己株式の取得    △2,588 △2,588

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ － 890 △2,588 △1,697

平成20年２月29日　残高
（百万円）

6,893 7,489 59,632 △3,018 70,995
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評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年２月28日　残高
（百万円）

1,910 1,910 7,137 81,740

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当    △1,855

当期純利益    2,745

自己株式の取得    △2,588

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△1,808 △1,808 285 △1,522

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△1,808 △1,808 285 △3,220

平成20年２月29日　残高
（百万円）

102 102 7,422 78,520
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　
　

前連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ
・フロー

　   

税金等調整前当期純利
益

　 4,446 6,653

減価償却費 　 1,346 1,385

減損損失 　 4,696 304

たな卸資産評価方法の
変更に伴う差額

　 － 268

賃借料との相殺による
保証金返還額

　 1,675 1,457

固定資産除却損 　 196 250

固定資産売却損 　 21 －

固定資産売却益 　 △0 △9

投資有価証券売却益 　 △0 △148

投資有価証券評価損 　 － 0

店舗解約に伴う損失金 　 89 189

受取違約金 　 △61 △65

役員賞与の支払額 　 △59 －

貸倒引当金の増減額 　 △128 32

賞与引当金の減少額 　 △10 △31

役員賞与引当金の増減
額

　 65 △65

退職給付引当金の増減
額

　 209 △123

役員退職慰労引当金の
増加額

　 39 19

転貸損失引当金の増減
額

　 445 △112

受取利息及び配当金 　 △220 △229

支払利息 　 30 26

売上債権の増減額 　 △231 143

たな卸資産の増減額 　 △785 1,723

仕入債務の減少額 　 △462 △3,139

未払消費税等の増減額 　 △214 137

その他 　 △486 △377

小計 　 10,602 8,288
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前連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

利息及び配当金の受取
額

　 166 142

利息の支払額 　 △34 △29

法人税等の支払額 　 △5,432 △3,885

損害補償金の受取額 　 18 －

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

　 5,319 4,515

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ
・フロー

　   

定期預金の預入による
支出

　 △1,520 △1,460

定期預金の払戻による
収入

　 873 1,085

有形固定資産の取得に
よる支出

　 △1,526 △1,684

有形固定資産の除却に
よる支出

　 △45 △71

有形固定資産の売却に
よる収入

　 39 28

無形固定資産の取得に
よる支出

　 △691 △686

投資有価証券の取得に
よる支出

　 △3,417 △969

投資有価証券の売却及
び償還による収入

　 1,028 174

投資その他の資産の売
却による収入

　 0 －

保証金及び敷金の差入
による支出

　 △2,638 △2,277

保証金及び敷金の回収
による収入

　 1,867 2,238

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △6,031 △3,622
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前連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ
・フロー

　   

長期借入れによる収入 　 1,000 2,000

長期借入金の返済によ
る支出

　 △2,204 △1,789

自己株式の取得による
支出

　 △7 △2,588

連結子会社の自己株式
の取得による支出

　 △0 △1

割賦返済による支出 　 △74 △71

少数株主への配当金の
支払額

　 △211 △259

配当金の支払額 　 △2,055 △1,855

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △3,555 △4,566

Ⅳ　現金及び現金同等物の減少
額

　 △4,266 △3,673

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首
残高

　 43,818 39,551

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末
残高

　 39,551 35,878
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　 前連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社数　　　２社

㈱マックハウス

チヨダ物産㈱

同左

２．連結子会社の事業年度等

に関する事項

すべての連結子会社の決算日は、連結決算

日と一致しております。

同左

３．会計処理基準に関する事

項

　 　

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

有価証券

　満期保有目的の債券

  　償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

有価証券

　満期保有目的の債券

同左

その他有価証券

時価のあるもの

同左

　 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

　 たな卸資産

商品

売価還元法による原価法

　但し、連結子会社㈱マックハウスにつ

いては、マックハウス（ＭＨ）、アウト

レットジェイ（ＯＪ）、マックハウスプ

ラザ（ＭＨＰ）、ブルーベリー（ＢＢ）

の店舗は売価還元法による原価法。

ゴールウェイ（ＧＷ）、ココナッツ

ワールド（ＣＣＷ）の店舗は個別法に

よる低価法（平成17年９月１日に合併

した旧㈱レオの店舗）。

なお、合併に伴うシステム変更に時間

を要するため、それぞれ別の商品の評価

基準及び評価方法を採用しております

が、平成19年３月よりシステムを統合

し、総平均法による原価法への変更を予

定しております。

たな卸資産

商品

売価還元法による原価法

　但し、連結子会社㈱マックハウスにつ

いては、月別総平均法による原価法
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　 前連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

有形固定資産

定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を除く）

及び定期借地権付建物については定額

法）を採用しております。なお、主な耐

用年数は、建物及び構築物５年～34年、

工具器具備品５年～10年であります。

有形固定資産

同左

　 無形固定資産

商標権については、見積有効期間に基

づき均等に償却しております。

  自社利用のソフトウェアについては、

社内における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

無形固定資産

同左

(3）重要な引当金の計上基

準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

貸倒引当金

同左

　 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、将来の支給見込額のうち

当連結会計年度の負担額を計上してお

ります。

賞与引当金

同左

　 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。 

 ──────

　

　 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

また過去勤務債務については、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による定額法に

より費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結

会計年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしております。

退職給付引当金

同左
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　 前連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

　 役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支出に充

てるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

役員退職慰労引当金

同左

　 転貸損失引当金

　店舗閉店に伴い賃貸借契約の残存期

間に発生する損失に備えるため、閉店

し転貸を決定した店舗等について、支

払義務のある賃借料から転貸による賃

貸料を控除した金額等その損失額を見

積計上しております。

転貸損失引当金

同左

(4）重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

(5）重要なヘッジ会計の方

法

ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によって

おります。

なお、繰延ヘッジの特例処理の要件

を満たしている金利スワップについて

は特例処理を採用しております。

  ──────

　

　 ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

金利スワップ取引

　

　

　

　 ヘッジ対象

借入金の利息

　

　

　 ヘッジ方針

金利スワップ取引は、借入金の金利

変動リスクを回避する目的で行ってお

り、対象債務の範囲内でヘッジを行っ

ております。

　

　

　 ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップ取引の特例処理の要件

を満たしているため、有効性の評価を

省略しております。

　

 

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

４．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左

５．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同左
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会計方針の変更

前連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

（固定資産の減損に係る会計基準） ──────

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月９日）及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号　平成15年10月31日））を適用しておりま

す。

 これにより営業利益及び経常利益は359百万円増加し、税

金等調整前当期純利益は4,093百万円減少しております。

　なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表

規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。

 

（転貸損失引当金）

　当社においては、従来、転貸している店舗等の損益につい

て、受取家賃及び支払家賃を発生した期の損益として計上

しておりましたが、店舗の採算管理を強化したことにより

店舗の閉店とその転貸が増加したこと、「固定資産の減損

に係る会計基準」（企業会計基準適用指針第６号　平成15

年10月31日）の適用に伴い、固定資産管理システム及び店

舗管理体制の見直し強化を図った結果、店舗ごとに閉店し

転貸すること等による差引損失額を見積ることが可能と

なったことから、当連結会計年度より当該損失額を転貸損

失引当金として計上しております。この変更により、経常

利益は105百万円減少し、税金等調整前当期純利益は696百

万円減少しております。

──────

　

（役員賞与に関する会計基準）

　当連結会計年度より、役員賞与に関する会計基準（企業

会計基準委員会　企業会計基準第４号　平成17年11月29

日）を適用しております。この変更により、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益は65百万円減少してお

ります。

──────

　

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は74,603百万円で

あります。

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度に

おける連結貸借対照表の純資産の部については、改正後の

連結財務諸表規則により作成しております。

──────
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前連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

──────

　

 (たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更）

連結子会社㈱マックハウスについては、当連結会計年

度より、たな卸資産の評価基準及び評価方法を、従来の

マックハウス、アウトレットジェイ、マックハウスプラ

ザ、ブルーベリーにつきましては売価還元法による原価

法、ゴールウェイ、ココナッツワールドにつきましては

個別法による低価法から、月別総平均法による原価法に

変更いたしました。

　これは、旧㈱レオ（ゴールウェイ、ココナッツワール

ド）との合併後並存していたシステムを統合し、アイテ

ム別の商品管理が可能となったことから、より実態に

合ったたな卸資産の評価方法に変更するものでありま

す。

　この変更により、売上総利益、営業利益及び経常利益が

それぞれ416百万円減少し、税金等調整前当期純利益は

685百万円減少しております。

　なお、期首のたな卸資産の評価方法の変更に伴う差額

268百万円は特別損失として計上しております。

──────

　

 (減価償却方法の変更）

　当連結会計年度より、平成19年度の法人税法改正に伴

い、平成19年４月１日以降取得した有形固定資産につ

いては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に

変更しております。

　なお、この変更による営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。
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表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

────── （連結貸借対照表）

１．　「前払費用」は、前連結会計年度まで流動資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会

計年度において重要性が増したため区分掲記してお

ります。

　　　なお、前連結会計年度末の「前払費用」は1,660百万円

であります。

２．　「工具器具備品」は、前連結会計年度まで有形固定

資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、当

連結会計年度において重要性が増したため区分掲記

しております。

　　　なお、前連結会計年度末の「工具器具備品」は906百万

円（取得価額5,062百万円、減価償却累計額4,155百万

円）であります。　　　　　　　　　　　

３．　「長期性預金」は、前連結会計年度まで投資その他

の資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、

当連結会計年度において重要性が増したため区分掲

記しております。

　　　なお、前連結会計年度末の「長期性預金」は1,500百万

円であります。　　　　　　　　　　　

４．　「未払費用」は、前連結会計年度まで流動負債の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会

計年度において重要性が増したため区分掲記してお

ります。

　　　なお、前連結会計年度末の「未払費用」は2,651百万円

であります。　　　　　　　　　　

５．　「預り保証金」は、前連結会計年度まで固定負債の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会

計年度において重要性が増したため区分掲記してお

ります。

　　　なお、前連結会計年度末の「預り保証金」は1,479百万

円であります。　　　　　　　　
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年２月28日）

当連結会計年度
（平成20年２月29日）

※１．連結子会社㈱マックハウスのファクタリング債務

であります。

※１．       　　　　  同左

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

※１．固定資産売却益0百万円は、主に建物及び設備の売

却によるものであります。

※１．固定資産売却益 9百万円は、主に建物及び設備の売

却によるものであります。

※２．固定資産売却損21百万円は、建物及び構築物の売却

によるものであります。

※２．　　　　       ──────

※３．固定資産除却損196百万円は、店舗の閉店及び改装

によるものであります。内訳は以下のとおりでありま

す。

※３．固定資産除却損250百万円は、店舗の閉店及び改装

によるものであります。内訳は以下のとおりでありま

す。

建物及び構築物   79百万円

その他（撤去費用他）      117百万円

建物及び構築物   61百万円

工具器具備品 　　20百万円

その他（撤去費用他）       167百万円

※４．減損損失

当連結会計年度において、当社及び連結子会社㈱

マックハウスは以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。

用途 種類 場所

減損損失

 

(百万円)

 店舗

建物及び構築物、

機械装置及び運搬

具、土地、その他、

リース資産

東京都他 4,505

 転貸

 資産

建物及び構築物、

機械装置及び運搬

具、土地、その他

北海道他 107

 厚生

 施設

建物及び構築物、

機械装置及び運搬

具、土地、その他

大分県他 50

 遊休

 資産

建物及び構築物、

機械装置及び運搬

具、その他

山形県他 33

　

※４．減損損失

当連結会計年度において、当社及び連結子会社㈱

マックハウスは以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。

用途 種類 場所

減損損失

 

(百万円)

 店舗

建物及び構築物、

工具器具備品、無

形固定資産、投資

その他の資産の

「その他」、リー

ス資産

鳥取県他 284

本社
工具器具備品、　無

形固定資産
東京都 4

 転貸

 資産
工具器具備品 京都府 0

 遊休

 資産

建物及び構築物、

工具器具備品、　土

地

北海道 16

　

 

EDINET提出書類

株式会社チヨダ(E03077)

有価証券報告書

48/96



前連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当社及び連結子会社㈱マックハウスは、店舗をグ

ルーピングの最小単位としており、転貸資産、厚生

施設及び遊休資産につきましては個別物件単位又

は個別資産単位にグルーピングしております。

　当連結会計年度において、継続的に営業損失を計

上している又は将来キャッシュ・フローが資産の

帳簿価額を下回る資産グループ及び市場価格が著

しく下落している資産グループにつきまして、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、4,696百万円を減損

損失として特別損失に計上しました。

当社及び連結子会社㈱マックハウスは、店舗をグ

ルーピングの最小単位としており、本社、転貸資産、

厚生施設及び遊休資産につきましては個別物件単

位又は個別資産単位にグルーピングしております。

　当連結会計年度において、継続的に営業損失を計

上している又は将来キャッシュ・フローが資産の

帳簿価額を下回る資産グループ及び市場価格が著

しく下落している資産グループにつきまして、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、304百万円を減損

損失として特別損失に計上しました。

　その種類別の内訳は以下のとおりであります。

種類
金額　

 (百万円)

建物及び構築物 1,778

土地 1,519

有形固定資産の「その他」 373

無形固定資産 198

投資その他の資産の「その他」 68

リース資産 758

合計 4,696

　なお、資産グループの回収可能価額は、路線価等に

基づき算定した正味売却価額と将来キャッシュ・

フローを4.8％（連結子会社㈱マックハウスにおい

ては5.7％）で割り引いて算定した使用価値のいず

れか高い価額によっております。

　その種類別の内訳は以下のとおりであります。

種類
金額　

 (百万円)

建物及び構築物 165

工具器具備品 32

土地 6

無形固定資産 15

投資その他の資産の「その他」 8

リース資産 76

合計 304

　なお、資産グループの回収可能価額は、路線価等に

基づき算定した正味売却価額と将来キャッシュ・

フローを5.4％（連結子会社㈱マックハウスにおい

ては6.0％）で割り引いて算定した使用価値のいず

れか高い価額によっております。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 41,609,996 － － 41,609,996

合計 41,609,996 － － 41,609,996

自己株式     

普通株式（注） 378,522 2,857 － 381,379

合計 378,522 2,857 － 381,379

 （注）普通株式の自己株式の増加2,857株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年５月25日

定時株主総会
普通株式 1,443 35.00 平成18年２月28日 平成18年５月25日

平成18年10月６日

取締役会
普通株式 618 15.00 平成18年８月31日 平成18年11月10日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月24日

定時株主総会
普通株式 1,030  利益剰余金 25.00 平成19年２月28日 平成19年５月25日

当連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 41,609,996 － － 41,609,996

合計 41,609,996 － － 41,609,996

自己株式     

普通株式（注） 381,379 1,501,812 － 1,883,191

合計 381,379 1,501,812 － 1,883,191

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,501,812株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加1,500,000株、単

元未満株式の買取りによる増加1,812株であります。

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月24日

定時株主総会
普通株式 1,030 25.00 平成19年２月28日 平成19年５月25日

EDINET提出書類

株式会社チヨダ(E03077)

有価証券報告書

50/96



決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年10月12日

取締役会
普通株式 824 20.00 平成19年８月31日 平成19年11月９日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月22日

定時株主総会
普通株式 794 利益剰余金 20.00 平成20年２月29日 平成20年５月23日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額と関係

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額と関係

（平成19年２月28日現在） （平成20年２月29日現在）

現金及び預金勘定       41,550百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金
  △　1,999百万円

現金及び現金同等物       39,551百万円

　

現金及び預金勘定       37,752百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金
  △　1,874百万円

現金及び現金同等物       35,878百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側）

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

減損損失
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

建物及び
構築物

1,146 202 135 808

その他
（工具器
具備品）

4,804 1,785 591 2,427

無形固定
資産
（ソフト
ウェア）

189 101 － 88

合計 6,140 2,089 726 3,324

　
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

減損損失
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

建物及び
構築物

1,676 334 144 1,197

工具器具
備品

5,716 1,926 585 3,203

無形固定
資産
（ソフト
ウェア）

273 89 － 183

合計 7,665 2,350 730 4,584

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内      1,042百万円

１年超     2,930百万円

合計       3,973百万円

リース資産減損勘定の残高       611百万円

１年内       1,337百万円

１年超        3,770百万円

合計        5,108百万円

リース資産減損勘定の残高 470百万円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料    1,019百万円

リース資産減損勘定の取崩額      147百万円

減価償却費相当額      817百万円

支払利息相当額     61百万円

減損損失     758百万円

支払リース料     1,370百万円

リース資産減損勘定の取崩額       217百万円

減価償却費相当額     1,091百万円

支払利息相当額       103百万円

減損損失        76百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

同左

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

同左
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成19年２月28日）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　 種類
連結貸借対照表計
上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表計

上額を超えるもの

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 199 200 0

小計 199 200 0

時価が連結貸借対照表計

上額を超えないもの

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 5,000 4,072 △927

小計 5,000 4,072 △927

合計 5,199 4,272 △927

　

２．その他有価証券で時価のあるもの

　 種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計
上額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 3,599 6,819 3,220

(2）債券 － － －

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 3,599 6,819 3,220

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 398 397 △1

(2）債券 － － －

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 10 10 －

小計 409 408 △1

合計 4,008 7,227 3,219

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

1,004 0 －

４．時価評価されていない主な有価証券の内容

種類 連結貸借対照表計上額（百万円）

(１）その他有価証券  
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種類 連結貸借対照表計上額（百万円）

　　 非上場株式 3

　　 投資事業有限責任組合契約 15

　

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

 
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超 
 （百万円）

１．債券     

(1）国債・地方債等 － － － －

(2）社債 － － － －

(3）その他 － 199 －  （注） 5,000

２．その他 － － － －

合計 － 199 － 5,000

（注）各利払日において、支払利息の累計額が一定の割合に達した場合、当該債券は当該利払日に額面金額の100％にて全

額期限前償還されます。

当連結会計年度（平成20年２月29日）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　 種類
連結貸借対照表計
上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表計

上額を超えるもの

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

小計 － － －

時価が連結貸借対照表計

上額を超えないもの

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 6,079 5,161 △918

小計 6,079 5,161 △918

合計 6,079 5,161 △918

　

２．その他有価証券で時価のあるもの

　 種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計
上額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 1,043 2,099 1,055

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,043 2,099 1,055
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　 種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計
上額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 3,022 2,139 △883

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 18 18 －

小計 3,041 2,157 △883

合計 4,084 4,257 172

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

166 148 －

４．時価評価されていない主な有価証券の内容

種類 連結貸借対照表計上額（百万円）

(１）その他有価証券  

　　 非上場株式 2

　　 投資事業有限責任組合契約 8

　

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

 
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超 
 （百万円）

１．債券     

(1）国債・地方債等 － － － －

(2）社債 － － － －

(3）その他 － 199 －  （注） 5,880

２．その他 － － － －

合計 － 199 － 5,880

（注）各利払日において、支払利息の累計額が一定の割合に達した場合、当該債券は当該利払日に額面金額の100％にて全

額期限前償還されます。
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

(1）取引の内容 ──────

連結子会社が利用しているデリバティブ取引は、金

利スワップ取引であります。

　

(2）取引に対する取組方針 ──────

連結子会社のデリバティブ取引は、将来の金利の変

動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引

は行わない方針であります。

　

(3）取引の利用目的 ──────

連結子会社のデリバティブ取引は、借入金利等の将

来の金利市場における利率上昇による変動リスクを

回避する目的で利用しております。

　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段　金利スワップ取引

　ヘッジ対象　借入金の利息

　ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクをヘッジしております。

　

(4）取引に係るリスクの内容 ──────

連結子会社が利用している金利スワップ取引は、市

場金利の変動によるリスクを有しております。

なお、連結子会社のデリバティブ取引の契約先は、信

用度の高い金融機関であり、相手先の契約不履行によ

るリスクは、ほとんどないものと認識しております。

　

(5）取引に係るリスク管理体制 ──────

デリバティブ取引の基本方針は連結子会社の取締

役会で決定され、取引の実行及び管理は社内規定に基

づき連結子会社の経理部が行っております。

　

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 ──────

取引の時価等に関する事項についての契約額また

は想定元本は、この金額自体がデリバティブ取引に係

る市場リスク量を示すものではありません。

　

(7）　デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行ってお

りますが、その方法等は「連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項　４．会計処理基準に関する事

項　(7）重要なヘッジ会計の方法」に記載しておりま

す。

──────

２．取引の時価等に関する事項

前連結会計年度（平成19年２月28日）

　デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

該当事項はありません。

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いてお

ります。

当連結会計年度（平成20年２月29日）

　デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社グループは、確定給付型の制度として、規約型確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。

規約型確定給付年金制度は、平成17年２月期において厚生年金基金制度から移行したものであります。

２．退職給付債務に関する事項

　
前連結会計年度

（平成19年２月28日）
当連結会計年度

（平成20年２月29日）  

(1）退職給付債務（百万円） △8,397 　 △8,709 　

(2）年金資産（百万円） 2,582 　 2,494 　

(3）未積立退職給付債務　(1）+　(2）（百万円） △5,815 　 △6,215 　

(4）未認識数理計算上の差異（百万円） △681 　 △292 　

(5）未認識過去勤務債務（百万円） △269 　 △134 　

(6）退職給付引当金　(3）+　(4）+　(5）（百万円） △6,766 　 △6,642 　

 
前連結会計年度

（平成19年２月28日）
 

当連結会計年度

（平成20年２月29日）

（注）１. 連結子会社のうち１社は、退職給付債務の算定

にあたり、簡便法を採用しております。

　

（注）１. 同左

　

３．退職給付費用に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

(1）勤務費用（百万円） 528 　 515 　

(2）利息費用（百万円） 161 　 167 　

(3）期待運用収益（百万円） △48 　 △51 　

(4）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 60 　 △171 　

(5）過去勤務債務の費用処理額（百万円） △134 　 △134 　

(6）
連結子会社による厚生年金基金への事業者拠出金

（百万円）
28 　 － 　

(7）退職給付費用(1）+(2）+(3）+(4）+(5）+(6）（百万円） 596 　 324 　

 
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

 
当連結会計年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

（注）１．

　

（注）２．

簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「勤務費用」に計上しております。

連結子会社による厚生年金基金への事業者拠

出額は、厚生年金の代行部分を含めて表示して

おります。

（注）１．

　

　

同左

　

　　　　       ──────

　

　

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

(2）割引率(％） 2.0 2.0

(3）期待運用収益率(％） 2.0 2.0
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前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

(4）過去勤務債務の処理年数(年） ５

（発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数による定額法に

より費用処理しております。）

５

同左

(5）数理計算上の差異の処理年数(年） ５

（各連結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとしており

ます。）

５

同左
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度

（平成19年２月28日）
　
　

当連結会計年度
（平成20年２月29日）

　 　 （百万円） 　 　 （百万円）

繰延税金資産 　  　 　  

流動資産 　  　 　  

未払事業税 　 173 　 　 83

賞与引当金 　 302 　 　 289

未払事業所税 　 46 　 　 50

その他 　 382 　 　 244

流動資産合計 　 904 　 　 667

固定資産 　  　 　  

退職給付引当金 　 2,752 　 　 2,701

役員退職慰労引当金 　 214 　 　 214

貸倒引当金 　 67 　 　 72

減価償却超過額 　 793 　 　 770

土地減損損失 　 618 　 　 620

リース資産減損勘定（その他固定負債） 　 248 　 　 191

転貸損失引当金 　 341 　 　 294

その他 　 157 　 　 166

固定資産合計 　 5,193 　 　 5,031

繰延税金資産小計 　 6,098 　 　 5,699

評価性引当額 　 △833 　 　 △993

繰延税金資産合計 　 5,265 　 　 4,706

　 　  　 　  

繰延税金負債 　  　 　  

固定負債 　  　 　  

その他有価証券評価差額金 　 △1,310 　 　 △70

その他 　 △20 　 　 △20

固定負債合計 　 △1,331 　 　 △90

繰延税金負債合計 　 △1,331 　 　 △90

繰延税金資産の純額 　 3,934 　  4,616

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主な項目別の内訳

　
前連結会計年度

（平成19年２月28日） 　
当連結会計年度

（平成20年２月29日）

　 　 （％） 　 　 （％）

法定実効税率 　 40.69 　 　 40.69

（調整） 　  　 　  

交際費等永久に損金に算入されない項目 　 0.52 　 　 0.29

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 　 △3.21 　 　 △2.62

住民税均等割等 　 10.67 　 　 7.33

法人税等追徴税額 　 2.81 　 　 －

評価性引当額 　 16.85 　 　 2.41

税効果未認識未実現利益 　 － 　 　 2.24

情報通信機器等を取得した場合等の法人税額の特

別控除
　 △1.37 　 　 －

その他 　 1.97 　 　 0.18

税効果会計適用後の法人税等の負担率 　 68.93 　 　 50.52
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　当社及び連結子会社の取扱い商品の種類、性質、販売市場等類似性にて判別したところ、前連結会計年度及び当連

結会計年度とも小売業以外に開示基準に該当するセグメントはありませんので、事業の種類別セグメント情報の

記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

　当社及び連結子会社は、前連結会計年度及び当連結会計年度ともすべて国内に所在しているため、該当事項はあ

りません。

【海外売上高】

　前連結会計年度及び当連結会計年度とも海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所

資本金
又は出
資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
(注)２.

取引金額
(百万円)
(注)１.

科目
期末残高
(百万円)
(注)１.

役員
の兼
任等

事業
上の
関係

役員の

近親者
舟橋浩男 － －

当社代表

取締役の

弟

（被所有）

直接　0.2
－ －

連結子会社㈱マッ

クハウス店舗建物

の賃借料

9

前払費

用
0

保証金

及び敷

金

10

　（注）１．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

取引条件は近隣の取引事例を勘案し、交渉の上決定しております。

当連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所

資本金
又は出
資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
(注)２.

取引金額
(百万円)
(注)１.

科目
期末残高
(百万円)
(注)１.

役員
の兼
任等

事業
上の
関係

役員の

近親者
舟橋浩男 － －

当社代表

取締役の

弟

（被所有）

直接　0.3
－ －

連結子会社㈱マッ

クハウス店舗建物

の賃借料

9

前払費

用
0

保証金

及び敷

金

10

　（注）１．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

取引条件は近隣の取引事例を勘案し、交渉の上決定しております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

１株当たり純資産額     1,809.51円

１株当たり当期純利益金額      15.13円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり純資産額  1,789.67円

１株当たり当期純利益金額 67.12円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成19年２月28日）
当連結会計年度

（平成20年２月29日）

純資産の部の合計額（百万円） 81,740 78,520

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
7,137 7,422

（うち少数株主持分） (7,137) (7,422)

普通株式に係る純資産額（百万円） 74,603 71,097

１株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式の数（株）
41,228,617 39,726,805

　（注）２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 623 2,745

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 623 2,745

期中平均株式数（株） 41,230,184 40,907,706

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,422 1,002 1.124 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 537 1,169 1.243
平成21年3月～

平成24年12月

その他の有利子負債 － － － －

計 1,960 2,171 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

　
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 502 299 199 166

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

（平成19年２月28日）
当事業年度

（平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  26,874   23,280  

２．受取手形 　  0   0  

３．売掛金 　  1,410   1,336  

４．商品 　  27,739   25,430  

５．貯蔵品 　  1   1  

６．前渡金 　  28   7  

７．前払費用 　  1,153   1,072  

８．繰延税金資産 　  379   432  

９．未収収益 　  5   24  

10．短期貸付金 　  19   15  

11．その他 　  291   375  

12．貸倒引当金 　  △14   △17  

流動資産合計 　  57,890 56.5  51,960 54.7

Ⅱ　固定資産 　       

１. 有形固定資産 　       

(1）建物及び設備 　 9,731   10,180   

減価償却累計額 　 5,490 4,240  5,738 4,442  

(2）構築物 　 1,106   1,086   

減価償却累計額 　 803 302  809 276  

(3）車輌運搬具 　 14   20   

減価償却累計額 　 11 3  7 12  

(4）工具器具備品 　 3,373   3,225   

減価償却累計額 　 2,734 638  2,585 640  

(5）土地 　  1,601   1,594  

(6）建設仮勘定 　  1   52  

有形固定資産合計 　  6,789 6.6  7,019 7.4
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前事業年度

（平成19年２月28日）
当事業年度

（平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

２. 無形固定資産 　       

(1）借地権 　  121   117  

(2）商標権 　  158   140  

(3）ソフトウェア 　  365   737  

(4）ソフトウェア仮勘定 　  184   －  

(5）諸施設利用権 　  0   0  

無形固定資産合計 　  830 0.8  995 1.1

　 　       

３. 投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 　  12,445   10,339  

(2）関係会社株式 　  1,152   1,152  

(3）出資金 　  1   1  

(4）破産・更生債権等 　  35   67  

(5）長期前払費用 　  326   384  

(6）繰延税金資産 　  2,176   3,117  

(7）保証金及び敷金 　  18,922   17,430  

(8）出店仮勘定 ※１  217   300  

(9）役員保険積立金 　  218   213  

(10）長期性預金 　  －   2,000  

(11）その他 　  1,639   77  

(12）貸倒引当金 　  △98   △139  

投資その他の資産合計 　  37,036 36.1  34,945 36.8

固定資産合計 　  44,655 43.5  42,960 45.3

資産合計 　  102,546 100.0  94,921 100.0
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前事業年度

（平成19年２月28日）
当事業年度

（平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．支払手形 　  11,738   10,981  

２．買掛金 　  13,234   11,170  

３．未払金 　  274   85  

４．未払費用 　  1,840   1,894  

５．未払法人税等 　  947   690  

６．未払消費税等 　  82   269  

７．預り金 　  114   117  

８．前受収益 　  186   153  

９．賞与引当金 　  537   530  

10．役員賞与引当金 　  23   －  

11．設備支払手形 　  162   148  

12．その他 　  84   91  

流動負債合計 　  29,226 28.5  26,133 27.5

Ⅱ　固定負債 　       

１．退職給付引当金 　  5,638   5,434  

２．役員退職慰労引当金 　  423   436  

３．預り保証金 　  1,165   966  

４．長期前受収益 　  48   37  

５．転貸損失引当金 　  621   584  

６．リース資産減損勘定 　  330   223  

７．その他 　  －   14  

固定負債合計 　  8,228 8.0  7,697 8.1

負債合計 　  37,455 36.5  33,831 35.6
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前事業年度

（平成19年２月28日）
当事業年度

（平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  6,893 6.7  6,893 7.3

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 7,486   7,486   

(2）その他資本剰余金 　 2   2   

資本剰余金合計 　  7,489 7.3  7,489 7.9

３．利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 845   845   

(2）その他利益剰余金 　       

別途積立金 　 45,000   45,000   

繰越利益剰余金 　 3,382   3,777   

利益剰余金合計 　  49,228 48.0  49,623 52.3

４．自己株式 　  △430 △0.4  △3,018 △3.2

株主資本合計 　  63,180 61.6  60,987 64.3

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

その他有価証券評価差額
金

　  1,910 1.9  102 0.1

評価・換算差額等合計 　  1,910 1.9  102 0.1

純資産合計 　  65,090 63.5  61,089 64.4

負債純資産合計 　  102,546 100.0  94,921 100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  127,200 100.0  121,674 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１．商品期首たな卸高 　 27,621   27,739   

２．当期商品仕入高 　 77,522   69,980   

合計 　 105,144   97,719   

３．商品期末たな卸高 　 27,739 77,404 60.9 25,430 72,289 59.4

売上総利益 　  49,796 39.1  49,385 40.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１．広告宣伝費 　 5,060   5,183   

２．役員報酬及び給料手当 　 14,269   14,742   

３．賞与引当金繰入額 　 537   530   

４．役員賞与引当金繰入額 　 23   －   

５．退職給付費用 　 428   192   

６．役員退職慰労引当金繰
入額

　 17   30   

７．福利厚生費 　 2,308   2,290   

８．水道光熱費 　 2,461   2,523   

９．家賃地代 　 12,379   12,296   

10．減価償却費 　 914   1,003   

11．貸倒引当金繰入額 　 －   83   

12．その他経費 　 6,923 45,324 35.6 7,014 45,891 37.7

営業利益 　  4,472 3.5  3,493 2.9

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 59   70   

２．有価証券利息 　 103   68   

３．受取配当金 　 370   456   

４．受取家賃 　 1,954   1,753   

５．受取手数料 　 414   371   

６．仕入割引 　 33   38   

７．雑収入 　 181 3,116 2.4 132 2,891 2.3

Ⅴ　営業外費用 　       

１．不動産賃貸費用 　 1,957   1,677   

２．転貸損失引当金繰入額 　 105   159   

３．雑損失 　 14 2,076 1.6 8 1,845 1.5

経常利益 　  5,512 4.3  4,539 3.7
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前事業年度

（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益 　       

１．固定資産売却益 ※１ 0   9   

２．投資有価証券売却益 　 0   148   

３．受取違約金 ※２ 27   18   

４．貸倒引当金戻入益  66   －   

５．転貸損失引当金戻入益  － 94 0.1 24 200 0.2

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産除却損 ※３ 144   195   

２．投資有価証券評価損 　 －   0   

３．減損損失 ※４ 3,833   181   

４．店舗解約に伴う損失金 ※５ 88   158   

５．転貸損失引当金繰入額 　 619 4,685 3.7 － 535 0.4

税引前当期純利益 　  921 0.7  4,204 3.5

法人税、住民税及び事業
税

　 2,184   1,707   

法人税等調整額 　 △984 1,199 0.9 246 1,953 1.7

当期純利益又は当期純
損失（△）

　  △277 △0.2  2,250 1.8
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年２月28日　残高
（百万円）

6,893 7,486 2 7,489 845 45,000 5,747 51,593 △422 65,553

事業年度中の変動額           

剰余金の配当　（注）       △2,061 △2,061  △2,061

利益処分による役員賞与       △25 △25  △25

当期純損失（△）       △277 △277  △277

自己株式の取得         △7 △7

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純
額）

          

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － － － － － △2,364 △2,364 △7 △2,372

平成19年２月28日　残高
（百万円）

6,893 7,486 2 7,489 845 45,000 3,382 49,228 △430 63,180

 

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年２月28日　残高
（百万円）

1,196 1,196 66,749

事業年度中の変動額    

剰余金の配当　（注）   △2,061

利益処分による役員賞与   △25

当期純損失（△）   △277

自己株式の取得   △7

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純
額）

714 714 714

事業年度中の変動額合計
（百万円）

714 714 △1,658

平成19年２月28日　残高
（百万円）

1,910 1,910 65,090

 （注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目の金額1,443百万円が含まれております。

当事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年２月28日　残高
（百万円）

6,893 7,486 2 7,489 845 45,000 3,382 49,228 △430 63,180

事業年度中の変動額           

剰余金の配当       △1,855 △1,855  △1,855

当期純利益       2,250 2,250  2,250

自己株式の取得         △2,588 △2,588
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純
額）

          

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － － － － － 395 395 △2,588 △2,193

平成20年２月29日　残高
（百万円）

6,893 7,486 2 7,489 845 45,000 3,777 49,623 △3,018 60,987

 

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年２月28日　残高
（百万円）

1,910 1,910 65,090

事業年度中の変動額    

剰余金の配当   △1,855

当期純利益   2,250

自己株式の取得   △2,588

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純
額）

△1,808 △1,808 △1,808

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△1,808 △1,808 △4,001

平成20年２月29日　残高
（百万円）

102 102 61,089
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重要な会計方針

　 前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

満期保有目的の債券

  償却原価法（定額法）

満期保有目的の債券

同左

　 子会社株式

移動平均法による原価法

子会社株式

同左

　 その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

　 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品

売価還元法による原価法

商品

同左

３．固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を除く）

及び定期借地権付建物については定額

法）を採用しております。なお、主な耐

用年数は、建物及び設備５～34年、工具

器具備品５～10年であります。

有形固定資産

同左

　 無形固定資産

商標権については、見積有効期間に基

づき均等に償却しております。

  自社利用のソフトウェアについては、

社内における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

無形固定資産

同左

　 長期前払費用

定額法

長期前払費用

同左
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　 前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

４．引当金の計上基準 貸倒引当金 貸倒引当金

　 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

同左

　 賞与引当金 賞与引当金

　 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、将来の支給見込額のうち

当事業年度の負担額を計上しておりま

す。

同左

　 役員賞与引当金 ──────

　 役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。 

　

　 退職給付引当金 退職給付引当金

　 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しており

ます。

また過去勤務債務については、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による定額法に

より費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業

年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。

　

同左

　 役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金

　 役員に対する退職慰労金の支出に充

てるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

同左

　 転貸損失引当金

　店舗閉店に伴い賃貸借契約の残存期間

に発生する損失に備えるため、閉店し転

貸を決定した店舗等について、支払義務

のある賃借料から転貸による賃貸料を

控除した金額等その損失額を見積計上

しております。

転貸損失引当金

同左

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左
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　 前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

  

会計方針の変更

前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年８月９日）及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第６号　平成15年10月31日））を適用しております。

　これにより営業利益及び経常利益は284百万円増加し、税

引前当期純利益は3,395百万円減少しております。

　なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規

則に基づき各資産の金額から直接控除しております。

──────

　

　

　

（転貸損失引当金）

　従来、転貸している店舗等の損益について、受取家賃及び

支払家賃を発生した期の損益として計上しておりました

が、店舗の採算管理を強化したことにより店舗の閉店とそ

の転貸が増加したこと、「固定資産の減損に係る会計基

準」（企業会計基準適用指針第６号　平成15年10月31日）

の適用に伴い、固定資産管理システム及び店舗管理体制の

見直し強化を図った結果、店舗ごとに閉店し転貸すること

等による差引損失額を見積ることが可能となったことか

ら、当事業年度より当該損失額を転貸損失引当金として計

上しております。この変更により、経常利益は105百万円減

少し、税引前当期純利益は724百万円減少しております。

──────

　

（役員賞与に関する会計基準）

　当事業年度より、役員賞与に関する会計基準（企業会計

基準委員会　企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を

適用しております。この変更により、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益は23百万円減少しております。

　

──────

　

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は65,090百万円で

あります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。

──────
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前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

──────

　

　

　

 （減価償却方法の変更）

　当事業年度より、平成19年度の法人税法改正に伴い、平成

19年４月１日以降取得した有形固定資産については、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しておりま

す。

　なお、この変更による営業利益、経常利益及び税引前当期

純利益に与える影響は軽微であります。

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

────── （貸借対照表）

　「長期性預金」は、前事業年度まで投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当事業年度にお

いて重要性が増したため区分掲記しております。

　なお、前事業年度末の「長期性預金」は1,500百万円であり

ます。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年２月28日）

当事業年度
（平成20年２月29日）

※１．建設中の賃借店舗に対する保証金及び敷金の目的

で支払う内金で支払完了時に各々の科目に振替えら

れるものであります。

※１．　　　　　　　　 同左

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

※１．固定資産売却益0百万円は、主に建物及び設備の売

却によるものであります。

※１．固定資産売却益9百万円は、主に建物及び設備の売

却によるものであります。

※２．受取違約金27百万円は、賃借先の都合に伴う店舗の

閉店等による違約金であります。

※２．受取違約金18百万円は、賃借先の都合に伴う店舗の

閉店等による違約金であります。

※３．固定資産除却損144百万円は、店舗の閉店及び改装

によるものであります。内訳は以下のとおりでありま

す。

※３．固定資産除却損195百万円は、店舗の閉店及び改装

によるものであります。内訳は以下のとおりでありま

す。

建物及び設備       68百万円

構築物     0百万円

工具器具備品     12百万円

その他（撤去費用他）     61百万円

建物及び設備       55百万円

構築物      1百万円

工具器具備品       15百万円

ソフトウェア 6百万円

その他（撤去費用他）      117百万円

※４．減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。

用途 種類 場所
減損損失 

(百万円)

店舗

建物及び設備、

構築物、工具器

具備品、土地、借

地権、電話加入

権、長期前払費

用、リース資産

石川県他 3,642

転貸

資産

建物及び設備、

構築物、工具器

具備品、土地、電

話加入権

北海道他 107

厚生

施設

建物及び設備、

構築物、工具器

具備品、土地

大分県他 50

遊休

資産

建物及び設備、

構築物、工具器

具備品、長期前

払費用

山形県他 33

※４．減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。

用途 種類 場所
減損損失 

(百万円)

店舗

建物及び設備、

構築物、工具器

具備品、借地権、

長期前払費用、

リース資産

鳥取県他 160

本社

　

工具器具備品、

ソフトウェア
東京都 4

転貸

資産
工具器具備品 京都府 0

遊休

資産

建物及び設備、

構築物、工具器

具備品、土地

北海道 16
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前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

 　　 　当社は、店舗をグルーピングの最小単位としており、

転貸資産、厚生施設及び遊休資産につきましては個

別物件単位又は個別資産単位にグルーピングして

おります。

　当事業年度において、継続的に営業損失を計上し

ている又は将来キャッシュ・フローが資産の帳簿

価額を下回る資産グループ及び市場価格が著しく

下落している資産グループにつきまして、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し3,833百万円を減損損失

として特別損失に計上しました。

 　　 　当社は、店舗をグルーピングの最小単位としており、

本社、転貸資産、厚生施設及び遊休資産につきまし

ては個別物件単位又は個別資産単位にグルーピン

グしております。

　当事業年度において、継続的に営業損失を計上し

ている又は将来キャッシュ・フローが資産の帳簿

価額を下回る資産グループ及び市場価格が著しく

下落している資産グループにつきまして、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し181百万円を減損損失と

して特別損失に計上しました。

　その種類別の内訳は以下のとおりであります。

種類
金額

(百万円)

建物及び設備 1,462

構築物 92

工具器具備品 207

土地 1,464

借地権 3

電話加入権 145

長期前払費用 14

リース資産 441

合計 3,833

　なお、資産グループの回収可能価額は、路線価等

に基づき算定した正味売却価額と将来キャッシュ

・フローを4.8％で割り引いて算定した使用価値の

いずれか高い価額によっております。

　その種類別の内訳は以下のとおりであります。

種類
金額

(百万円)

建物及び設備 103

構築物 7

工具器具備品 21

土地 6

借地権 11

ソフトウェア 3

長期前払費用 0

リース資産 25

合計 181

　なお、資産グループの回収可能価額は、路線価等

に基づき算定した正味売却価額と将来キャッシュ

・フローを5.4％で割り引いて算定した使用価値の

いずれか高い価額によっております。

※５．店舗解約に伴う損失金88百万円は、閉店によるもの

であります。

※５．店舗解約に伴う損失金158百万円は、閉店によるも

のであります。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式（注） 378,522 2,857 － 381,379

合計 378,522 2,857 － 381,379

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,857株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

当事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式（注） 381,379 1,501,812 － 1,883,191

合計 381,379 1,501,812 － 1,883,191

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,501,812株は、取締役会議による自己株式の取得による増加1,500,000株、単元

未満株式の買取りによる増加1,812株であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　

取得価
額相当
額
（百万円）

減価償
却累計
額相当
額
（百万円）

減損損
失累計
額相当
額
（百万円）

期末残
高相当
額
（百万円）

工具器
具備品

3,434 1,347 409 1,677

　

取得価
額相当
額
（百万円）

減価償
却累計
額相当
額
（百万円）

減損損
失累計
額相当
額
（百万円）

期末残
高相当
額
（百万円）

工具器
具備品

3,648 1,302 398 1,947

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内       607百万円

１年超       1,416百万円

合計 2,024百万円

１年内          663百万円

１年超        1,547百万円

合計      2,210百万円

リース資産減損勘定の残高 330百万円 リース資産減損勘定の残高    223百万円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料       598百万円

リース資産減損勘定の取崩額 111百万円

減価償却費相当額       473百万円

支払利息相当額     27百万円

減損損失 441百万円

支払リース料       763百万円

リース資産減損勘定の取崩額    132百万円

減価償却費相当額       604百万円

支払利息相当額       49百万円

減損損失    25百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

同左

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

同左

（有価証券関係）

子会社株式で時価のあるもの

　 前事業年度（平成19年２月28日） 当事業年度（平成20年２月29日）

　
貸借対照表
計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

貸借対照表
計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

子会社株式 1,072 18,015 16,943 1,072 7,483 6,411

合計 1,072 18,015 16,943 1,072 7,483 6,411
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

（平成19年２月28日） 　
当事業年度

（平成20年２月29日）

　 　 （百万円） 　 　 （百万円）

繰延税金資産 　  　 　  

 流動資産 　  　 　  

未払事業税 　 91 　 　 64

賞与引当金 　 218 　 　 215

未払事業所税 　 32 　 　 35

棚卸資産評価損 　 － 　 　 57

その他 　 36 　 　 60

流動資産合計 　 379 　 　 432

固定資産 　  　 　  

退職給付引当金 　 2,294 　 　 2,211

役員退職慰労引当金 　 172 　 　 177

貸倒引当金 　 37 　 　 51

減価償却超過額 　 674 　 　 621

土地減損損失 　 596 　 　 598

リース資産減損勘定 　 134 　 　 90

転貸損失引当金 　 252 　 　 237

その他 　 95 　 　 92

固定資産合計 　 4,258 　 　 4,082

繰延税金資産小計 　 4,638 　 　 4,515

評価性引当額 　 △771 　 　 △894

繰延税金資産合計 　 3,866 　 　 3,620

　 　  　 　  

繰延税金負債 　  　 　  

固定負債 　  　 　  

その他有価証券評価差額金 　 △1,310 　 　 △70

固定負債合計 　 △1,310 　 　 △70

繰延税金負債合計 　 △1,310 　 　 △70

繰延税金資産の純額 　 2,556 　 　 3,550

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主な項目別の内訳

　
前事業年度

（平成19年２月28日） 　
当事業年度

（平成20年２月29日）

　 　 （％） 　 　 （％）

法定実効税率 　 40.69 　 　 40.69

（調整） 　  　 　  

交際費等永久に損金に算入されない項目 　 2.04 　 　 0.38

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 　 △15.50 　 　 △4.15

住民税均等割等 　 31.10 　 　 6.98

情報通信機器等を取得した場合等の法人税額の特

別控除
　 △6.61 　 　 －

評価性引当額 　 78.59 　 　 2.93

その他 　 △0.14 　 　 △0.36

税効果会計適用後の法人税等の負担率 　 130.17 　 　 46.47
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

１株当たり純資産額 1,578.77円

１株当たり当期純損失金額 △6.74円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

１株当たり純資産額 1,537.73円

１株当たり当期純利益金額 55.01円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度末

(平成19年２月28日)
当事業年度末

(平成20年２月29日)

純資産の部の合計額（百万円） 65,090 61,089

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る純資産額（百万円） 65,090 61,089

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（株）
41,228,617 39,726,805

　（注）２．１株当たり当期純利益金額及び１株当たり当期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失

金額（△）
  

当期純利益又は当期純損失（△）

（百万円）
△277 2,250

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（百万円）
△277 2,250

期中平均株式数（株） 41,230,184 40,907,706
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　 　 銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

住友不動産㈱ 695,000 1,270

㈱アシックス 707,000 875

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プ
487,280 460

オカモト㈱ 1,278,850 441

ザ・パック㈱ 206,800 306

㈱三井住友フィナンシャルグループ 294 226

㈱バンダイナムコホールディングス 142,560 186

美津濃㈱ 203,500 138

㈱リーガルコーポレーション 365,000 78

㈱ゲオ 480 51

その他　　　17銘柄 554,646 203

計 4,641,410 4,241

　

【債券】

　 　 銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円）

 投資有価証

券

 満期保有

目的の債

券

円建てコーラブル逆フローター債 3,000 3,000

ＣＭＳフローター債 1,000 1,000

ユーロ円建リバース・フローター債 1,000 1,000

マルチコーラブル・適用通貨選択型パ

ワーリバースデュアル債
500 500

ハイパー・リバース・デュアル・カレン

シー債
380 380

ＢＥＲＹＬ　ＦＩＮＡＮＣＥ　2005-7　 200 199

計 6,080 6,079

【その他】

投資有価証

券

その他有

価証券

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額

（百万円）

（投資信託受益証券）   

国際投信投資顧問㈱   

マネー・マネージメント・ファンド 10,211,722 10

（投資事業有限責任組合契約）   

ニュー・フロンティア・パートナーズ㈱   

ＫＦ１０ニューウェーブ投資事業組合 1 8

計 10,211,723 18
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高
（百万円）

有形固定資産        

建物及び設備 9,731 929
480

(103)
10,180 5,738 561 4,442

構築物 1,106 30
51

(7)
1,086 809 48 276

車輌運搬具 14 12 6 20 7 1 12

工具器具備品 3,373 237
385

(21)
3,225 2,585 198 640

土地 1,601 －
6

(6)
1,594 － － 1,594

建設仮勘定 1 363 312 52 － － 52

有形固定資産計 15,829 1,574
1,243

(139)
16,160 9,141 810 7,019

無形固定資産        

借地権 121 7
11

(11)
117 － － 117

商標権 190 0 － 190 50 19 140

ソフトウェア 523 579
85

(3)
1,018 280 197 737

ソフトウェア仮勘定 184 28 212 － － － －

諸施設利用権 0 － － 0 － － 0

無形固定資産計 1,020 615
309

(15)
1,326 331 216 995

長期前払費用 376 99
53

(0)
422 37 9 384

　（注）「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 112 178 39 95 157

賞与引当金 537 530 537 － 530

役員賞与引当金 23 － 23 － －

役員退職慰労引当金 423 30 17 － 436

転貸損失引当金 621 175 187 24 584

（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額及び回収額であります。

２．転貸損失引当金の「当期減少額（その他）」は、転貸店舗の契約内容の変更等によるものであります。　
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

（イ）現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 272

預金の種類  

当座預金 10,563

普通預金 11,866

定期預金 560

その他の預金 18

小計 23,008

合計 23,280

（ロ）受取手形

相手先 金額（百万円） 期日別内訳 金額（百万円）

㈱オーエムシーカード 0 平成20年６月 0

　  平成20年７月 0

　  平成20年８月 0

計 0 計 0

（ハ）売掛金

１．相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

デベロッパー関係  

㈱ダイエー 101

㈱ミスターマックス 34

ダイヤモンドシティ㈱ 29

その他 380

小計 545

クレジット関係  

㈱ジェーシービー 321

三井住友カード㈱ 240

㈱ディーシーカード 71

その他 157

小計 790

合計 1,336

２．売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
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前期繰越高

（百万円）

当期発生高

（百万円）

当期回収高

（百万円）

次期繰越高

（百万円）
回収率（％） 滞留率（％） 滞留日数（日）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
Ｃ

────
Ａ＋Ｂ

１
(Ａ＋Ｄ)

２

　 １
Ｂ

　 12

30日×滞留率

1,410 31,810 31,884 1,336 96.0 51.8 15.5

（ニ）商品

部門別 金額（百万円）

靴部門 25,135

玩具部門 261

その他部門 33

計 25,430

（ホ）貯蔵品

短期的に消費される事務用品等であります。

②　固定資産

（イ）保証金及び敷金

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円）

大和リース㈱ 794 セントラルコンパス㈱ 227

大和情報サービス㈱ 757 ロック開発㈱ 209

㈱ダイエー 364 ㈱ミスターマックス 149

ＵＦＪセントラルリース㈱ 297 ㈱ダイヤモンドシティ 148

ダイワロイヤル㈱ 272 その他 13,973

㈱イトーヨーカ堂 234 計 17,430

③　流動負債

（イ）支払手形

相手先 金額（百万円） 期日別内訳 金額（百万円）

中央ツバメ㈱ 979 平成20年３月 2,726

㈱トライデント 793 平成20年４月 2,974

㈱ムーンスター 769 平成20年５月 2,608

山三商事㈱ 651 平成20年６月 2,007

㈱ワンダーフォー 591 平成20年７月 663

その他 7,194 　  

計 10,981 計 10,981

（ロ）買掛金

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円）

東邦レマック㈱ 1,399 アシックス商事㈱ 917

アキレス㈱ 1,366 ㈱ナイキジャパン 563
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相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円）

㈱丸大 1,309 その他 4,417

㈱アサヒコーポレーション 1,195 計 11,170

④　固定負債

（イ）退職給付引当金

項目 金額（百万円）

退職給付債務 △7,476

年金資産 2,494

未積立退職給付債務 △4,982

未認識数理計算上の差異 △317

未認識過去勤務債務 △134

計 △5,434

（３）【その他】

①　決算日後の状況

　該当事項はありません。

②　訴訟

　特記すべき事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

株券の種類
10,000株券　1,000株券　500株券　100株券

100株未満の株数を表示する株券

剰余金の配当の基準日
８月31日

２月末日

１単元の株式数 １００株

株式の名義書換え 　

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 100円に印紙税相当額を加算

単元未満株式の買取り 　

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　全国本支店

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむを

得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http:/www.chiyodagrp.co.jp/

株主に対する特典

(1）対象となる株主

　毎年８月31日及び２月末日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載また

は記録された１単元（100株）以上を保有されている株主

(2）優待の内容

　３ブランド「ハイドロテック」「バイオフィッター」「セダークレス

ト」の共通２割引株主優待券　一律　５枚

(3）贈呈の時期

　毎年２回、５月下旬及び11月中旬の送付

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を請

求する権利及び募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第60期）（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）平成19年５月25日関東財務局長に提出

　

(2）半期報告書

　（第61期中）（自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日）平成19年11月26日関東財務局長に提出

(3）自己株券買付状況報告書

　報告期間（自平成19年９月１日　至平成19年９月30日）平成19年10月９日関東財務局長に提出

　報告期間（自平成19年10月１日　至平成19年10月31日）平成19年11月９日関東財務局長に提出

　報告期間（自平成19年11月１日　至平成19年11月30日）平成19年12月10日関東財務局長に提出

　報告期間（自平成19年12月１日　至平成19年12月31日）平成20年１月10日関東財務局長に提出

　報告期間（自平成20年１月１日　至平成20年１月31日）平成20年２月８日関東財務局長に提出

　報告期間（自平成20年２月１日　至平成20年２月29日）平成20年３月６日関東財務局長に提出

(3）半期報告書の訂正報告書

　平成19年11月７日関東財務局長に提出

　（第60期中）（自　平成18年３月１日　至　平成18年８月31日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書 
　 　 　

   平成19年５月24日

株式会社チヨダ    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 後藤　孝男　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 津田　英嗣　印

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

チヨダの平成18年３月１日から平成19年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社チヨダ及び連結子会社の平成19年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

１．会社は、「会計方針の変更（固定資産の減損に係る会計基準）」に記載したとおり、当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」を適用している。

２．会社は、「会計方針の変更（転貸損失引当金）」に記載したとおり、当連結会計年度から「転貸損失引当金」を計上し

ている。

３．会社は、「会計方針の変更（役員賞与に関する会計基準）」に記載したとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関す

る会計基準」を適用している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 
　 　 　

   平成20年５月22日

株式会社チヨダ    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 後藤　孝男　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 津田　英嗣　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社チヨダの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社チヨダ及び連結子会社の平成20年２月29日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

「会計方針の変更」に記載したとおり、連結子会社㈱マックハウスについては、当連結会計年度から、たな卸資産の評

価基準及び評価方法を変更している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 
　 　 　

   平成19年５月24日

株式会社チヨダ    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 後藤　孝男　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 津田　英嗣　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社チ

ヨダの平成18年３月１日から平成19年２月28日までの第60期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主

資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社チ

ヨダの平成19年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

追記情報

１．会社は、「会計方針の変更（固定資産の減損に係る会計基準）」に記載したとおり、当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」を適用している。

２．会社は、「会計方針の変更（転貸損失引当金）」に記載したとおり、当事業年度から「転貸損失引当金」を計上してい

る。

３．会社は、「会計方針の変更（役員賞与に関する会計基準）」に記載したとおり、当事業年度から「役員賞与に関する会

計基準」を適用している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 
　 　 　

   平成20年５月22日

株式会社チヨダ    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 後藤　孝男　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 津田　英嗣　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社チヨダの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第61期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社チ

ヨダの平成20年２月29日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。
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